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日頃から市税につきましては格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げ

ます。 

さて、事業所税は、都市環境の整備及び改善に充てるための目的税であ

り、課税団体が政令指定都市及び人口30万人以上の都市等に限られ、岡崎

市においては平成２年10月１日から施行されています。 

事業所税の申告納税義務のある方は、この「事業所税の手引」をお読み

いただき、期限までに申告・納付していただきますようお願い申し上げま

す。 

なお、非課税施設等、課税標準の特例施設等及び減免施設等については

「事業所税の手引（別冊）」に詳細を記載していますので、併せてお読み

ください。 

御不明な点等がございましたら、財務部市民税課へお問合せください。  
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「取扱通知（市）」とは地方税の施行に関する取扱いについて（市町村税関係）を
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  ◎ この「手引」は、令和８年４月１日現在の地方税法、その他関係法令等に基づい
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Ⅰ 事業所税のあらまし 
 

 

１ 概  要 （法701の32①） 

 

  事業所税は、都市環境の整備に要する財政需要を賄うため、行政サービスと企業活動との受

益関係に着目し、企業等の事業活動を一定の外形標準でとらえて課する税で、事務所又は事業

所（以下「事業所等」といいます。）において法人又は個人が行う事業に対し課税されるもの

で、「資産割」と「従業者割」によって構成されています。 
 

【事業所税の概要】 

区 分 
事 業 所 税 

資 産 割 従 業 者 割 

納税義務者 岡崎市内の事業所等において事業を行う法人又は個人 

課税標準の 

算 定 期 間 

法人…毎事業年度 
 
個人…毎年の１月１日から12月31日まで 

課 税 標 準 

岡崎市内の事業所等の床面積 

の合計（㎡） 

（非課税及び課税標準の特例を除く。） 

岡崎市内の事業所等に勤務する 

従業者の給与総額（円） 

（非課税及び課税標準の特例を除く。） 

税 率 １㎡につき600円 従業者給与総額の100分の0.25 

申告 納付 が 

必 要 な 方 

（税金を納めて

いただく方） 

岡崎市内の事業所等の床面積の

合計が 1,000㎡を超える方

（非課税床面積を除く。） 

岡崎市内の事業所等に勤務する

従業者数が100人を超える方

（非課税適用者を除く。） 

※ 課税標準の算定期間の末日の現況によります。 

また、資産割・従業者割について、一方でも上記要件を満たす場合は 

申告納付が必要となります。なお、免税点は基礎控除ではありません。(注) 

申告が必要な方 

岡崎市内の事業所等の床面積 

の 合 計 が 80 0㎡ 以 上 の 方 

（非課税床面積を含む。） 

岡崎市内の事業所等に勤務する

従 業 者 が 8 0人 以 上 の 方 

（非課税適用者を含む。） 

非 課 税 人的非課税（国、公共法人等）及び用途非課税（福利厚生施設等） 

課税標準の特例 人的特例（協同組合等）及び用途による特例（タクシー事業等） 

申 告 方 法   申告納付（自らその内容を申告し、算出した税額を納付していただきます。） 

申告・納付 

期 限 

  法人…事業年度終了の日から２か月以内 
 
個人…翌年の３月15日まで 

 

（注） P18、P22(問10)参照。 
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２ 事業所税の使途 （法701の73） 
 

 ⑴ 道路、都市高速鉄道、駐車場その他の交通施設の整備事業 

 ⑵ 公園、緑地その他の公共空地の整備事業 

 ⑶ 水道、下水道、廃棄物処理施設その他の供給施設又は処理施設の整備事業 

 ⑷ 河川その他の水路の整備事業 

 ⑸ 学校、図書館その他の教育文化施設の整備事業 

 ⑹ 病院、保育所その他の医療施設又は社会福祉施設の整備事業 

 ⑺ 公害防止に関する事業 

 ⑻ 防災に関する事業 

 ⑼ 市街地開発事業その他の都市環境の整備及び改善に必要な事業で次に掲げるもの 

  ア  都市計画法第12条第１項に掲げる事業 

  イ  市場、と畜場又は火葬場の整備事業 

  ウ  一団地の住宅施設（住宅に附帯する通路その他の施設を含みます。）の整備事業 

  エ  流通業務団地の整備事業 

 

３  課税団体 （法701の31①一） 
 

 ⑴ 東京都（特別区の区域に限ります。） 

 ⑵ 地方自治法第 252条の19第１項の指定都市（20市） 

札幌市・仙台市・新潟市・千葉市・さいたま市・川崎市・横浜市・相模原市・静岡市・  

浜松市・名古屋市・京都市・大阪市・堺市・神戸市・岡山市・広島市・北九州市・

福岡市・熊本市 

 ⑶ 首都圏整備法第２条第３項に規定する既成都市区域を有する市（３市） 

    武蔵野市・三鷹市・川口市 

 ⑷ 近畿圏整備法第２条第３項に規定する既成都市区域を有する市（５市） 

    守口市・東大阪市・尼崎市・西宮市・芦屋市 

 ⑸ 人口30万人以上で政令で指定された市（48市）

旭川市・秋田市・郡山市・いわき市・宇都宮市・前橋市・高崎市・川越市・所沢市・

越谷市・市川市・船橋市・松戸市・柏市・八王子市・町田市・横須賀市・藤沢市・

富山市・金沢市・長野市・岐阜市・豊橋市・岡崎市・豊田市・一宮市・春日井市・

四日市市・大津市・豊中市・吹田市・高槻市・枚方市・姫路市・明石市・奈良市・ 

和歌山市・倉敷市・福山市・高松市・松山市・高知市・久留米市・長崎市・大分市・ 

宮崎市・鹿児島市・那覇市    

                                        （令和８年４月１日現在） 

 



- 3 - 

Ⅱ 事業所税の仕組み 
 

 

１ 課税客体 （法701の32①） 
 

  事業所税の課税客体は、事務所又は事業所（以下「事業所等」といいます。）において法人又

は個人の行う事業です。 
 

  ⑴ 事業所等とは （取扱通知（市）第１章第１節６、第９章３(３)） 

    事業所等とは、それが自己の所有に属するものであるか否かを問わず、事業の必要から設け

られた人的及び物的設備で、そこで継続して事業が行われる場所をいいます（事務所、店舗、

 工場等のほか、これらに附属する倉庫、材料置場等も事業所等の範囲に含まれますが、社宅

社員寮等の住宅は含まれません。）。 
 

    なお、事業所等の範囲については、次の点に留意してください。  

  ア 人的設備がない施設（無人倉庫等）であっても、市内又は市外に管理する事務所等があれ

   ば、その管理に属する事業所等（人的設備がある施設）として取扱います。 

   イ 設置期間が２～３か月程度の一時的に事業の用に供する目的で設けられる現場事務所、仮

   小屋等は、事業所等として取扱いません。 

  ウ  建設業における現場事務所など臨時的かつ移動性を有する仮設建築物で、その設置期間が

   １年未満のものは、事業所等として取扱いません。 
 

⑵ 一つの事業所等とは 

   一区画を占めて経済活動を行うものをいいます。したがって、同一の敷地内にあれば経営主

体が同一である限り一区画とみなし一単位の事業所等となります。 
 

  ⑶ 事業所等において行われる事業とは 

   事業とは、物の生産、流通、販売、サービスの提供など、個人又は法人その他の団体が行う

すべての経済活動をいいます。したがって、本来の事業のほか、その区画外で行われるもの、

例えば、外交員のセールス活動なども事業所等の管理下に属する限り、事業所等において行わ

れる事業となります。 
 

 ・仮店舗の取扱い 

 
 問１  社屋の建替えにより、その期間中、仮店舗において事業を行っている場合、当該 

   仮店舗は事業所等に該当しますか。 

 

  

 答  仮店舗については、「仮」という名称が付されていたとしても、現にそこで事業が

継続して行われているものであるため、事業所等に該当し事業所税の課税対象となり

ます。 
 

 

２ 納税義務者 （法701の32①、取扱通知（市）第９章３(４)ア） 
 

  事業所税の納税義務者は、事業所等において事業を行う法人又は個人であり、事業所等の用に

供している家屋(以下「事業所用家屋」といいます。)の所有権との関連は問いません。したがっ

て、貸ビルなど第三者の所有する事業所用家屋を借りて事業を行っている場合は、家屋の所有者

ではなくその借受人(テナント)が納税義務者となります。 
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納税義務者に関する特例等 
 

  ア 共同事業の場合 （法10の２①） 

    ２以上の方が共同して事業を行う場合は、その事業について連帯納税義務を負うことにな

   ります。この場合、共同申告の必要はありません。 
 

  イ みなし共同事業の場合 （法701の32②、取扱通知（市）第９章３(４)ウ） 

    事業を行うあなた（個人又は法人をいいます。）に親族等又は同族会社等の特殊関係者が

ある場合に、その特殊関係者の行う事業が次のいずれにも該当する場合には、その特殊関係

者の行う事業は、あなたとその特殊関係者の共同事業とみなされ連帯納税義務を負うことに

なります。 

なお、この場合において共同申告の必要はありません。 
 

① 特殊関係者の行う事業が、あなた又は他の特殊関係者が事業を行う事業所等と同一家屋内

で行われる場合 

※「同一家屋」とは原則として同一棟をいい、同一敷地内にあるとしても、構造上別棟

の建物は同一家屋とはしません。 
 

② 事業所税の負担を不当に減少させる結果となる場合  

   ①において、みなし共同事業の特例を適用しないで計算した場合、適用して計算した場

合と比較して事業所税の負担が結果的に減少することとなる場合をいいます。   
 

   ◎ 特殊関係者を有することにより共同事業とみなされる事業について、２以上の共同グル

    ープがあることとなった場合には、その事業はその共同グループに属している方全員の共

    同事業とみなされます。（共同グループとは、共同事業とみなされる事業に係る特殊関係

    者を有する方及びその特殊関係者をいいます。） （政令56の21③④） 
 

※１ 特殊関係者 （政令56の21①、政令５①） 

特殊関係者とは、あなた（特殊関係者を有する方であるかどうかの判定をすべき方（判

定対象者）をいいます。）と親族その他の特殊の関係のある個人又は同族会社（これに類

する法人を含みます。）で次に掲げる方をいいます。 
  

  【特殊関係者の範囲】  
   

１ あなたの配偶者、直系血族及び兄弟姉妹（政令５①一） 

２ 
１に掲げる方以外のあなたの親族で、あなたと生計を一にし、又はあなたから受ける金銭

その他の財産により生計を維持しているもの（政令５①二） 

３ 
１、２に掲げる方以外のあなたの使用人その他の個人で、あなたから受ける特別の金銭そ

の他の財産により生計を維持しているもの（政令５①三） 

４ 

あなたに特別の金銭その他の財産を提供してその生計を維持させている個人（１、２に掲

げる方を除きます。）及びその方と１～３のいずれかに該当する関係がある個人 

（政令５①四） 

５ 
あなたが同族会社である場合には、その判定の基礎となった株主又は社員である個人及び

その方と１～４のいずれかに該当する関係がある個人（政令５①五） 

６   あなたを判定の基礎として同族会社に該当する会社（政令５①六） 
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７ 

あなたが同族会社である場合に、その判定の基礎となった株主又は社員（これらの方と１～ 

４に該当する関係がある個人及びこれらの方を判定の基礎として同族会社に該当する他の会 

社を含みます。）の全部又は一部を判定の基礎として同族会社に該当する他の会社(※) 

（政令５①七）  
(※) ある会社が同族会社である場合にその判定の基礎となった株主を、他の同族会社の判定の基礎とな

る方としていることを言うものですが、具体的には、その株主が他の同族会社の株式の50％超を保有

している場合をいいます。 
 

 (注)  同族会社とは、法人税法第２条第10号に規定する同族会社をいい、その会社の株主等

（その会社が自己の株式又は出資を有する場合のその会社を除きます。）の３人以下及

びその株主等と特殊の関係のある個人又は法人（株主グループ）が、その会社の発行済

株式又は出資（その会社が有する自己の株式又は出資を除きます。）の総数又は総額の

50％を超える数の株式又は出資の金額を有する場合における会社をいいます。 

      したがって、同族会社であるかどうかの判定は、法人税と同様に、株主等の３人以下

及びその株主等と特殊の関係のある個人又は法人（株主グループ）を含めて、その保有

する株式の総数、出資の金額、議決権の数又は社員の数（合名会社、合資会社又は合同

会社に限ります。）により行うことになります。 

 

※２ 特殊関係者を有する方であるかどうか及び特殊関係者であるかどうかの判定又は同族会

社に該当するかどうかの判定は、課税標準の算定期間の末日の現況によります。 
 

 

  ウ 人格のない社団等の場合 （法701の32③） 

    法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるもの（人格のない社団等）は、

法人とみなされ、収益事業を行う範囲において納税義務者となります。 
 

  エ  事業を行う方が単なる名義人である場合 （法701の33） 

    法律上事業を行うとみられる方が単なる名義人であり、他の方が事実上当該事業を行って

いると認められる場合には、当該事業を行っている他の方が納税義務者となります。（実質

課税の原則） 
 

オ  清算中である法人の場合 （取扱通知（市）第９章３(４)ア） 

    清算中の法人も、その清算の業務を行う範囲内において事業を行うと認められますので、

その限りにおいて事業所税の納税義務者となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 6 -

３ 課税標準 （法701の40①，法701の46②，法701の47②） 
 

  事業所税の課税標準は、資産割については事業所床面積、従業者割については従業者給与総額

です。この場合、市内のすべての事業所等を合算して算出します。 
 

 ⑴ 資 産 割  

    資産割における課税標準は、課税標準の算定期間の末日現在の事業所床面積から非課税床面

積及び課税標準の特例による控除床面積を差し引いて求めます。ただし、課税標準の算定期間

が12か月に満たない場合や、中途で事業所等を新設・廃止した場合にはエの特例（P９参照）が

あります。 
 

    ア 課税標準の算定期間とは （取扱通知（市）第９章３(６)ア） 

   (ｱ) 法 人 ･･･事業年度 （法701の31①七、法72の13） 

   (ｲ) 個 人        （法701の31①八） 

     ａ 原則として ･･････････その年の１月１日から12月31日までの期間 

     ｂ 年の中途で事業を廃止した場合･･････１月１日から廃止の日までの期間 

     ｃ 年の中途で事業を開始した場合･･････開始の日から12月31日までの期間 

     ｄ 年の中途で事業を開始し、年の中途で事業を廃止した場合 

                     ･･････開始の日から廃止の日までの期間 
 

    イ 事業所床面積とは （法701の31①四、政令56の16） 

    事業所床面積とは、事業所用家屋の延べ面積をいいます。ただし、貸ビル等の廊下、階段

   機械室等のように、事業所用家屋に専ら事業所等の用に供する部分（以下「事業所部分」と

      いいます。）に係る共同の用に供する部分（以下「共用部分」といいます。）がある場合に

      は、次の式によって求めた面積が事業所床面積となります。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

【 例 】         ２以上の事業所等に係る共用部分がある場合 

 
・Ａの事業所床面積は 

 
         Ａ＋Ｇ×     となります。 

       

・Ｂの事業所床面積は 

        Ｂ＋Ｈ×         となります。 

 
            

※ 貸ビル等に管理室がある場合は、その部分は共用部分とはならず貸ビルの所有者又は管

理人の専用部分として取扱います。 

 

 

 

 

Ａ Ｂ 

 
Ｃ 

管理室 

Ｇ(廊下) Ｈ(廊下) 

Ｄ 
Ｅ 

空 室 
Ｆ 

 
事業所 

床面積 
＝ 

 
自己の事業所 

部分の床面積 
＋ 

 
共用部分 

の床面積 
× 

 
共用部分に関連を有する 

自己の事業所部分の床面積 
 

                                                                         

共用部分に関連を有する 

各事業所部分の床面積の合計 

Ａ 
 
Ａ＋Ｄ 

Ｂ 
 
Ｂ＋Ｃ＋Ｅ＋Ｆ 

壁 

入 

口 

入 

口 
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ウ 事業所用家屋とは （法701の31①六） 
 

     事業所用家屋とは、家屋の全部又は一部（人の居住の用に供するもの以外のもの）で、現

に事業所等の用に供されているものをいいます。また、事業所税における家屋の意義は、固

定資産税における家屋の意義と一致します。 

したがって、不動産登記法の建物とも原則として意義を同じくし、具体的には屋根及び周

壁又はこれらに類するものを有し、土地に定着した建造物で、その目的とする用途に供し得

る状態にあるものをいいます。（登記の有無は問いません。） 

なお、建物（家屋）であるかどうかを定め難い建造物については、次の例示から類推し、

その利用状況等を勘案して判定することとなります。（不動産登記事務取扱手続準則） 
 

 １ 建物（家屋）として取り扱うもの 

   ⑴ 停車場の乗降場又は荷物積卸場（上屋を有する部分に限ります。） 

   ⑵ 野球場又は競馬場の観覧席（屋根を有する部分に限ります。） 

   ⑶ ガード下を利用して築造した店舗、倉庫等の建造物 

   ⑷ 地下停車場、地下駐車場又は地下街の建造物 

   ⑸ 園芸又は農耕用の温床施設（半永久的な建造物と認められるものに限ります。） 

 ２ 建物（家屋）として取り扱わないもの 

   ⑴ ガスタンク、石油タンク又は給水タンク 

   ⑵ 機械上に建設した建造物（地上に基脚を有し、又は支柱を施したものを除きます。） 

   ⑶ 浮船を利用したもの（固定しているものを除きます。） 

   ⑷ アーケード付街路（公衆用道路上に屋根覆いを施した部分） 

   ⑸ 容易に運搬することができる切符売場又は入場券売場等 
 

  
【参 考】 ※ 床面積の算定は、下記を参照してください。 

    ○不動産登記規則第115条 

      建物の床面積は、各階ごとに壁その他の区画の中心線（区分建物にあっては、壁その他の区画

の内側線）で囲まれた部分の水平投影面積により、平方メートルを単位として定め、１平方メー

トルの 100分の１未満の端数は、切り捨てるものとする。 

    ○不動産登記事務取扱手続準則第82条（建物の床面積の定め方） 

      第82条 建物の床面積は、規則第115条に定めるところによるほか、次に掲げるところにより定

めるものとする。 

⑴ 天井の高さ 1.5メートル未満の地階及び屋階（特殊階）は、床面積に算入しない。ただし、一室

の一部が天井の高さ 1.5メートル未満であっても、その部分は、当該一室の面積に算入する。 

⑵ 停車場の上屋を有する乗降場及び荷物積卸場の床面積は、その上屋の占める部分の乗降場及び荷

物積卸場の面積により計算する。 

⑶ 野球場、競馬場又はこれらに類する施設の観覧席は、屋根の設備のある部分の面積を床面積とし

て計算する。 

⑷ 地下停車場、地下駐車場及び地下街の建物の床面積は、壁又は柱等により区画された部分の面積

により定める。ただし、常時一般に開放されている通路及び階段の部分を除く。 

⑸ 停車場の地下道設備（地下停車場のものを含む。）は、床面積に算入しない。 

⑹ 階段室、エレベーター室又はこれに準ずるものは、床を有するものとみなして各階の床面積に算

入する。 

⑺ 建物に附属する屋外の階段は、床面積に算入しない。 

⑻ 建物の一部が上階まで吹抜になっている場合には、その吹抜の部分は上階の床面積に算入しない。 

⑼ 柱又は壁が傾斜している場合の床面積は、各階の床面の接着する壁その他の区画の中心線で囲ま

れた部分による。 

⑽ 建物の内部に煙突又はダストシュートがある場合（その一部が外側に及んでいるものを含む）に

は、その部分は各階の床面積に算入し、外側にあるときは算入しない。 

⑾ 出窓は、その高さ1.5メートル以上のものでその下部が床面と同一の高さにあるものに限り、床

面積に算入する。 
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・塔屋、屋内屋、通路等の床面積の算定 
  

 

 
 問２  床面積の算定において、塔屋、屋内屋、通路等の取扱いはどうなりますか。 

 

答  設問のような場合の床面積の算定は、不動産登記法上の取扱いを参考とし、個々の具 

体的事例に則して判断することとなりますが、一般的には、次のような取扱いとなりま

す。 

  ⑴ 塔 屋 

    一室の面積の50％以上が天井の高さ 1.5ｍ未満のものは当該一室全体を床面積に算入 

しませんが、一室の一部が天井の高さ 1.5ｍ未満であってもその部分は当該一室の床面 

積に算入します。（例図①参照） 

  ⑵ 屋内屋 

    天井の高さ 1.5ｍ以上のものであるときは、その部分は床面積に算入し、 1.5ｍ未満 

であるときは、原則として算入しません。（例図②参照） 

   ⑶ 片側壁屋根の通路 

     一般的には、側壁を有しないので「室」を構成しないこととなり、床面積に算入しま 

せん。（例図③参照） 

   ⑷ 作業場 

    ア 設例のようなキャノピーは家屋として取り扱いません。（例図④参照） 

    イ トラックターミナルなど、側壁、支柱がない荷捌場については、上屋の占める部分 

を床面積に算入します。（例図⑤参照） 
 

 

     

             天井  

             床  

           階

段 
   

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               
 

トラック等通路 

本 家 屋 

(例図①) (例図②) 

(例図③) 

(例図④) (例図⑤) 

塔屋 

建 物 

通 路 

■ ■ ■ 

支柱 

≪平面図≫ ≪側面図≫ 

建 物 
通路 

屋根 

トラックターミナル等 

荷捌場 

ガソリンスタンド等 

壁又は支柱 

屋根 

屋根 

建 物 
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エ 例外的な課税標準の算定 （法701の40①②③） 
 

   (ｱ) 課税標準の算定期間の月数が12か月に満たない場合（法 701の40①） 

６か月決算や決算期を変更した法人又は事業年度の中途で設立した法人等のように課税

標準の算定期間が12か月に満たない場合は、次の式で求めた面積が課税標準となります。 
 

 

 

 

 
   

   【例１】事業年度の中途で法人を設立した場合 

       Ａ社（３月31日決算）は、11月10日に岡崎市で設立され、本社ビル（1,200㎡）を購 

入して事業を開始した。 
   

 

 

      

      

      

             
      

   
   ※ 課税標準の算定期間の末日の床面積は1,200㎡のため、免税点超となります。 
 
 

   （注）課税標準の算定期間の月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

切り上げて１月とします。（以下同様です。）（法701の40③） 

 

(ｲ)  課税標準の算定期間の中途において事業所等を新設又は廃止した場合（法701の40②） 

       課税標準の算定期間の中途において、事業所等を新設又は廃止した場合には、次の式

で求めた面積が課税標準となります。 
 

     ａ 課税標準の算定期間の中途において新設された事業所等に係る月割計算 

 

 

 

 
   

     ｂ 課税標準の算定期間の中途において廃止された事業所等に係る月割計算 
 

 

 

 
 
 

     ｃ 課税標準の算定期間の中途において新設され、当該課税標準の算定期間の中途にお

いて廃止された事業所等に係る月割計算 
 

 

 

 

11/1 11/10 12/1 1/1 2/1 3/1 3/31

① ② ③ ④ ⑤

月数　５
（課税標準の算定期間の月数）設　立

事業年度末

1月に満たない
端数は1月に
切り上げる

本社ビルの課税標準
となる事業所床面積 ＝　　　　　　　×　５　＝　500㎡（資産割の課税標準）

1,200㎡
12

    
課税標準の算定期間の開始の日の属する  

 月から廃止の日の属する月までの月数 
 
    課税標準の算定期間の月数 
 

   
資産割の
課税標準 

    
課 税 標 準 の 

算定期間の月数 
＝ 

    
課税標準の算定期間の末日 

における事業所床面積  
   

12 

   
資産割の
課税標準 

＝ 

    
課税標準の算定期

間の末日における

事 業 所 床 面 積 

× 

    
 新設の日の属する月の翌月から課税標準  
 の算定期間の末日の属する月までの月数 
 
    課税標準の算定期間の月数 

   
資産割の
課税標準 ＝ 

       
廃止の日における    
事 業 所 床 面 積 

× 

   
資産割の

課税標準 
＝ 

       
廃止の日における    
事 業 所 床 面 積 

× 

    
 新設の日の属する月の翌月から  
 廃止の日の属する月までの月数 
 
  課税標準の算定期間の月数 

× 
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※１ 課税標準の算定期間の月数が12か月に満たない方が、課税標準の算定期間の中途で事業

所等を新設又は廃止した場合は、前記ａ、ｂ及びｃの式中 
  

 

  「課税標準の算定 

  期間の末日におけ 

  る事業所床面積」 

     又は 

  「廃止の日におけ 

  る事業所床面積」 

とあるのを 

 
 「課税標準の算定期間の末日 

における事業所床面積」 

又は         ×   課税標準の 

      「廃止の日における        算定期間の月数 

事業所床面積」 
   

     12 
 

と読み替えて求めます。 
 

※２ 課税標準の算定期間の中途において、事業所等の新設又は廃止があった場合の資産割に

ついての月割課税は、支店・営業所等のようにそこで一単位の事業が行われると認められ

るもの（一つの事業所等）の新設・廃止があった場合に限られるものであり、一つの事業

所等における拡張（増築）、縮小（一部取り壊し）など単に床面積の増減が生じた場合は

月割課税を行わず、課税標準の算定期間の末日における事業所床面積が課税標準となりま

す。 
・同一敷地内に事業所等を新増築  

  
   
 

 

 
 
 
 

 

 

 
 
 新築 

 
 
 
 

 

   月割課税の適用なし 
   （事業所等の拡張）  

 

    
 
 

 
 

 

 

   
 

 
 

増築 
 
 
 
 

  

 

 
     ・事業所等を新築   

空 地 

  
   
 

 
 

 
   月割課税の適用あり 
   （事業所等の新設） 

 
新築 

 

 

 
 

【例２】事業所等を拡張及び新設した場合の取扱い 

Ｂ社（３月31日決算 ）は、８月24日に本社ビル（1,200㎡）と同一敷地内に、別

棟の倉庫（300㎡）を新築して使用している。また別敷地にＸ営業所（600㎡）を10月

６日より借りて、同日より事業を行っている。 
 

 

 

 

 

   

   

   

    

        
              
     

   ※ 本社における倉庫の新築は、事業所等の拡張に該当するため、この部分の月割計算の 
適用はありません。  

(算定期間の月数)

月数　５
新設の日の属する月の翌月から課税標準
の算定期間の末日の属する月までの月数

X営業所の課税標準
となる事業所床面積

　＝　　600㎡　　×　　　　　　　　　　＝　　　250㎡
５
12

本社分の課税標準
となる事業所床面積

　　＝　1,200㎡　　＋　　300㎡　　　　＝　　　1,500㎡

資産割
課税標準
1,750㎡

3/31 10/6 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1 3/31

新　設X営業所

① ② ③ ④ ⑤
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   【例３】 事業所等を縮小及び廃止した場合の取扱い 

Ｃ社（３月31日決算）は、事業年度中途の６月15日に本社ビル（2,000㎡）とは別     

敷地にあるＹ営業所（1,500㎡）を廃止した。また、本社ビルと同一敷地内にある別     

棟の倉庫（200㎡）を８月20日に廃止した。 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

     

 

 

※ 本社における倉庫の廃止は、事業所等の縮小に該当するため、この部分の月割計算の 

適用はなく、決算期末日の床面積となります。 

 

（注）決算日が月末か否かで差が生じることがありますので、決算日が月末以外の場合は暦に

従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とします。 

なお、この取扱いは月末以外の日が決算日の法人の事業所等が、課税標準の算定期間の

中途において廃止された場合に限り適用します。 

     

【例４】 事業所等を廃止した場合の取扱い（決算日が月末でない場合） 

Ｄ社(２月20日決算）は、事業年度中途の５月15日にＺ営業所（1,200㎡）を廃止し 

た。 

       

 

 

 

     

     

     

     

     

     

     

※ Ｄ社のように２月20日が決算日である場合、Ｐ９.エ（イ）ｂの式によると、ここで

いう月数は、正確には４（２月、３月、４月、５月）となります。一方、２月末決算の

場合では、同じように５月15日に事業所等を廃止すると、月数は３（３月、４月、５

月）となり、決算日が月末か否かで差が生じます。そこで月末以外の日が決算日の場合

は暦に従って計算し、Ｄ社の場合、月数は３とします。 
 

2/21 3/21 4/21 5/21 2/205/15

廃止

① ② ③

月数　３
算定期間の開始の日の属する月から
廃止の日の属する月までの月数　（注）

Z営業所の課税標準
となる事業所床面積

　　     ＝　　1,200㎡　　× 　　　　　　  ＝   　　300㎡
３
12

（算定期間の月数）

1月に満たない
端数は1月に
切り上げる

4/1 5/1 6/1 6/15 6/30 3/31

廃止

（算定期間の月数）

② ③①

月数　３
算定期間の開始の日の属する月から

廃止の日の属する月までの月数

Y営業所の課税標準
となる事業所床面積

　　   ＝　　1,500㎡　× 　　　　　　　＝　 　375㎡
３
12

本社分の課税標準
となる事業所床面積

　　　       ＝　　2,000㎡

資産割
課税標準
2,375㎡
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(ｳ) 事業所等が岡崎市と他の市町村とにわたって所在する場合 （政令56の50） 

      事業所等が岡崎市と他の市町村とにわたって所在する場合には、当該事業所等のうち

岡崎市内に所在する部分に係る事業所床面積に相当する床面積が課税標準となります。 
 

(ｴ) 共同事業の場合 （政令56の51①） 

      共同事業を行う各共同事業者の課税標準となるべき事業所床面積は、次の式によって

求めた面積となります。 

 

 

 

 

(ｵ) みなし共同事業の場合 （政令56の51②） 

      特殊関係者の行う事業が、あなた（特殊関係者を有する方）との共同事業とみなされ

た場合であっても、その事業に係る課税標準の算定については、その事業は特殊関係者が

単独で行うものとみなし課税標準を算定します（課税標準の按
あん

分は行いません。）。 
 

   (ｶ) 課税標準の算定期間中に用途変更があった場合 （法701の34⑥） 

      課税標準の算定期間中に事業所用家屋の用途を課税用途から非課税用途に変更し、又

は非課税用途から課税用途に変更した場合の課税標準は、算定期間の末日現在の事業所床

面積によります。なお、事業所等全体について同様の事情が生じた場合も同じ取扱いとな

り、新設又は廃止の場合のような月割計算は行いません。 
 

(ｷ) 事業を休止している場合 

      事業所床面積のうち、課税標準の算定期間の末日以前６か月以上継続して事業を休止

している施設は課税標準には含めません。この場合、「事業所用家屋の休止施設届出書」

を提出してください。 

      初めて届出書を提出する施設については現地確認をさせていただきます。算定期間末

日の６か月前までに財務部市民税課（電話:0564-23-6079）へ御連絡ください。 

      なお、免税点の判定においては、その休止部分に係る床面積も免税点判定の基礎とな

る床面積に含まれます。 
 

 ・休止部分の認定基準 

 
 問３  工場内の一部の機械等について、操業を停止している場合の取扱いはどのよう 

   になりますか。 

 

 

  答 休止施設については、明確に休止部分が一定期間区画されていることが必要であり、 

現に操業は行っていない場合であっても、これらの業務の用に供するため維持補修が行

われており、いつでも操業ができ得る状態にあるような、いわゆる遊休施設については

休止施設に該当しません。 
 

 

⑵ 従 業 者 割  

   従業者割における課税標準は、課税標準の算定期間中に支払われた従業者給与総額から、非

課税となる従業者の給与総額及び課税標準の特例による控除給与総額を差し引いて求めます。

なお、算定期間については資産割と同様です。 
 

 

  

課税標準となるべき

事 業 所 床 面 積 

 

＝

    
共 同 事 業 に 係 る

課税標準となるべき

事 業 所 床 面 積 

 
× 

 

 

損益分配の割合 

 損益分配の割合が定めら 

 れていない場合には、 

出資の価額に応ずる割合 
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ア 従業者の範囲 

 従業者には、一般の従業員のほか役員、日々雇用等の臨時の従業員も含まれます。ただし

   障がい者(注)及び年齢65歳以上の方（障がい者及び年齢65歳以上の方でも役員は従業者に含ま

      れます。以下同様とします。）は除かれます。 

（注）障がい者とは、住民税において障がい者控除の対象となる方及び障害者職業センター

等の判定により知的障がい者とされた方をいいます。（政令56の17） 
   
 

【従業者割における従業者の取扱い】 

従 業 者 の 種 類 課 税 標 準 免税点の判定（P18参照） 

役 
 
 

 

員 

数社の役員を兼務する役員 
 それぞれの会社の従業者給与総額 

に含める 

 それぞれの会社の従業者

に含める 

非常勤の役員  従業者給与総額に含める  従業者に含める 

無給の役員  従業者に含めない 

65歳以上の使用人兼務役員 

従業者給与総額に含める 

（ただし、役員としての給与と使 

用人としての給与が経理上明確に 

区分されている場合は、役員とし 

ての給与のみ含める） 

従業者に含める 

出

向

社

員
※
１ 

 出向元が給与等を支払う 

場合 
 出向元の従業者給与総額に含める  出向元の従業者に含める 

出向先が出向元に対して 

給与相当分を支払う場合※２ 
 出向先の従業者給与総額に含める  出向先の従業者に含める 

出向元と出向先が給与等 

の一部を負担する場合 

 それぞれの会社の従業者給与総額 

に含める 

 主たる給与等を支払う 

会社の従業者に含める 

派遣法に基づく派遣社員※３ 派遣元の従業者給与総額に含める 派遣元の従業者に含める 

 日々雇用等の臨時の従業員 

（アルバイト）等 ※４ 
 従業者給与総額に含める  従業者に含める 

 パ ー ト タ イ マ ー  従業者給与総額に含める  従業者に含めない 

 休 職 中 の 従 業 者  従業者給与総額に含める 
 給与等が支払われている 

場合は従業者に含める 

 中 途 退 職 者 
 退職時までの給与等は従業者給与 

総額に含める 
 従業者に含めない 

 外国又は課税区域外への長期 

派遣者（出張） ※５ 
 従業者給与総額に含めない  従業者に含めない 

 保 険 の 外 交 員 ※６ 
 所得税法上の給与等は従業者給与 

総額に含める 

 所得税法上の給与等が 

支払われている場合は、 

従業者に含める 

 常時船舶の乗組員  従業者給与に含めない 従業者に含めない 

◎ 従業者の範囲については、次の点にも留意してください。 

※１ 「出向」とは出向元企業と出向従業者の雇用関係を維持しながら、当該従業者の指揮
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監督権を出向先企業に付与し、出向先企業において労務を提供させるものをいいます。 

※２ 出向従業者は、出向先が出向元に対して給与相当分を経営指導料等として支払ってい

る場合で当該経営指導料等が法人税の取扱上、給与として扱われる場合は出向先の従業

者に含まれます。また、出向先と出向元が給与等を一部ずつ支払っている場合は主たる

給与等を支払う方の従業者に含まれます。 

※３ 「派遣法」とは「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律」をいいます。 

※４ 日々雇用等の臨時の従業員のうち通常の従業員の勤務時間より相当短い勤務のパート

タイマーは従業者に含まれません。ただし、この場合でもパートタイマーに支払われる

給与等は従業者給与総額に含まれます。 

※５ 「長期」とは、課税標準の算定期間を超える期間をいいます。 

※６ 外交員等で給与等の支給を受けていない方は従業者に含まれません。 

 

  イ 従業者給与総額 （法701の31①五、取扱通知(市)第９章３(６)イ） 

    従業者給与総額とは、事業所等の従業者に対して支払われる俸給、給料、賃金、賞与、扶   

養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、現物給与等をいいます。（以下、「給与

等」といいます。） 

なお、退職金、年金、恩給、所得税法において非課税とされる給料等（通勤手当等にあっ

ては所得税の非課税所得に相当する額）、法人税法において損金不算入とされる役員給与及

び外交員その他これらに類する方の業務に関する報酬等で所得税法上の事業所得に該当する

ものは含まれません。 
 

(ｱ)  障がい者及び年齢65歳以上の従業者の場合 

      障がい者及び年齢65歳以上の方（いずれも役員は除きます。）に対して支払われる給

与等は、従業者給与総額から除かれます。 
 

    (ｲ) 雇用改善助成対象者の場合（政令56の17の２） 

      年齢55歳以上65歳未満の方のうち、次の表の左欄に掲げる国の雇用に関する助成に係

る方については、高年齢者等の雇用の安定とその促進に資する見地から、これらの方に支

払われる給与等については、２分の１に相当する額が従業者給与総額から控除されます。 
 

 雇用改善助成対象者区分 根拠法令 

１ 特定求職者雇用開発助成金の支給対象の方 

 雇用保険法62①三、五 

 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安

定及び職業生活の充実等に関する法律施行令２二 

２ 
公共職業安定所長の指示により作業環境に

適応させるための訓練を受けた方 

 雇用保険法63①三 

 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安

定及び職業生活の充実等に関する法律18五 

３  雇用奨励金の支給対象の方 
 本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事

業等に関する特別措置法施行令10三 
      

※ (ｱ)又は(ｲ)に該当するかの判定は、給与等の計算の基礎となる期間（月給、週給等の期

間）の末日の時点（＝判定日）の現況によります。 

判定日において(ｱ)又は(ｲ)に該当する方に対して支払われる給与等については、課税標

準となる従業者給与総額に含まれません。（法 701の31②） 
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 【 例 】         10月決算の法人の場合 

     ⑴ 毎月１日～月末分をその月の15日に支払う場合 

         8/31   15日      9/30     15日     10/31     15日    11/30         
     

  

         

  

                控除対象  ２か月分          翌期の控除対象 

 

 

 ⑵ 毎月16日～翌月15日までの分を15日に支払う場合 

          8/31   15日      9/30     15日      10/31    15日   11/30 
     
     

    
     
      

                               翌期の控除対象 

 

 

⑶ 毎月１日～月末分を翌月15日に支払う場合 

          8/31   15日      9/30     15日     10/31      15日   11/30      
     
     

     
     

                     控除対象 １か月分     翌期の控除対象 
 
 

  (ｳ) 白色事業専従者控除額（法701の31①五） 

     白色事業専従者控除額（住民税において、事業を経営する納税義務者の所得の計算上必

要経費とみなされ、白色事業専従者の給与所得とみなされる額）は、従業者給与総額に含ま

れます。 
   

 

(ｴ) 課税標準の算定期間の中途において転勤した方の給与等 

      課税標準の算定期間の中途において、岡崎市内の事業所等から他市町村の事業所等へ又

は他市町村の事業所等から岡崎市内の事業所等へ転勤した方がいる場合は、その方に支払わ

れる給与等のうち他市町村の事業所等の勤務時に支払われる給与等については、従業者給与

総額には含まれません。 
  

  

(ｵ) 外国又は岡崎市外に長期派遣されている方の給与等 

     外国又は岡崎市外に派遣されている従業者に対して支払われる給与等は、従業者給与総

額に含まれません。なお、単なる出張の場合は、従業者給与総額に算入されます。この場合、

派遣であるか、出張であるかは、当該従業者が派遣先に滞在する期間、派遣先での身分、指

揮命令職務の関係等を総合的に勘案して判定します。 

 

満65歳㊟ 判定日 

支払日 

支払日 

満65歳㊟ 判定日 

支払日 
満65歳㊟ 判定日 決算期末 

決算期末 

決算期末 
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 (ｶ) 事業所等が岡崎市と他の市町村とにわたって所在する場合 （政令56の50） 

     事業所等が岡崎市と他の市町村とにわたって所在する場合、課税標準となる従業者給与

総額は次の式により算出します。 
 

 従 業 者 

 給与総額 
＝ 

 当該事業所等に係 

 る従業者給与総額 

 

× 
 岡崎市内に所在する部分に係る事業所床面積 

   当該事業所等に係る事業所床面積 

 

 (ｷ) 非課税又は課税標準の特例適用施設とその他の施設に併せ従事している従業者の給与等 

                              （政令56の49、政令56の67） 

     従業者が非課税又は課税標準の特例の適用となる施設に係る事業とその他の事業に併せ

    て従事している場合、非課税又は課税標準の特例適用の対象となる給与等は、次の式によ

    り求めた額となります。 

 

非課税又は課税標 

準の特例適用の対 

象となる給与等 

＝ 

その方の当該事業 

所等における勤務 

に係る給与等の額 

 

× 

   

    ※ その分量が明らかでない場合は、それぞれに均等に従事したものとして取扱います

（分量とは、勤務時間をいいます。)。 

 

(ｸ) 課税標準の算定期間中に用途変更があった施設に勤務する方の給与等 

     課税標準の算定期間のうち課税の対象となる施設に係る期間に支払われた給与等が従業

者給与総額に含まれます。 

 

 (ｹ) 共同事業の場合 （政令56の51①） 

     共同事業を行う各共同事業者の課税標準となるべき従業者給与総額は、次の式によって

求めた額とされます。 

 

 
        

 

 

(ｺ) みなし共同事業の場合 （政令56の51②） 

     特殊関係者の行う事業が、あなた（特殊関係者を有する方）との共同事業とみなされた場

合であっても、その事業に係る課税標準の算定についてはその事業は特殊関係者が単独で行

うものとみなし、課税標準を算定します（課税標準の按
あん

分は行いません。）。 

 
その者が非課税又は課税標準の特例

適用施設に係る事業に従事した分量    
その者が非課税又は課税標準の特例
適用施設に係る事業とその他の事
業に従事した分量の合計量 

  

課税標準となるべき

従 業 者 給 与 総 額 
＝ 

    
共 同 事 業 に 係 る

課税標準となるべき

従 業 者 給 与 総 額 

×

  

 

 

損益分配の割合 

 損益分配の割合が定めら 

 れていない場合には、 

出資の価額に応ずる割合 
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・未払金としている給与等 

 

 

 
 

 問４  経理上未払金として処理されている給与等は、課税標準となる従業者給与総額 

   に含まれますか。 
 

 

 

  答  既に支払い義務が発生し、未払金として損金経理されている給与等は、課税標準とな

る従業者給与総額に含まれます。 
 

 

 ・通勤手当等の取扱い 
 

 

 
 
 
 
 

 

 問５  次に掲げる手当等は、従業者給与総額に含まれますか。 

   ⑴ 通勤手当         ⑷ 観劇等の入場券の交付 

   ⑵ 住居手当         ⑸ 永年勤続者の表彰記念品 

   ⑶ レクリェーションの費用  ⑹ 食事代（食券交付） 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

  答  通勤手当及び住居手当は、従業者給与総額に含まれるものですが、所得税の取扱  

上非課税とされる通勤手当については従業者給与総額に含めないことが適当です。上記

⑶～⑹については、一般的には従業者給与総額に含めないことが適当です。 

    なお、通勤手当のほか、所得税の取扱上非課税とされる宿日直手当、食事代（現金支

給）についても通勤手当と同様に従業者給与総額に含めないことが適当です。 
 

 
・賞与等の引当金 

 

 

 
 

 

 問６  賞与等の引当金は、課税標準となる従業者給与総額に含まれますか。 
     

 

 
 

 

 

  答  従業者割の課税標準となる従業者給与総額は、課税標準の算定期間中に支払われた給

与等の総額とされています。賞与等の引当金のように、いまだ支払義務が生じていない

ものについては当該期間中に支払われた給与等として扱うことはできません。 
 

 

 ・アルバイト、パートタイマー等の給与 
 

 

 
  問７  アルバイト、パートタイマー等の給与は、従業者給与総額に含まれますか。 

 

 
 

 

  答  従業者割の課税標準である従業者給与総額とは、事業所等の従業者に対して支払われ   

る俸給、給与、賃金及び賞与並びにこれらの性質を有する給与をいうものとされていま   

す。「事業所等の従業者」であるかどうかは、その方が当該事業所等において労働法上   

のいわゆる支配従属関係にある方として勤務しているかどうかにより判定されます。よ   

って、アルバイト、パートタイマー等は、いずれも、これらの関係にある方と認めら

れ、これらの方に対して支払われた給与の額は従業者給与総額に含まれます。 
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４ 税率・税額 
 
 ⑴ 税 率 （法701の42） 
 

   資 産 割      事業所床面積 １平方メートルにつき600円 
 
     従業者割      従業者給与総額の 100分の0.25 
 
 
 ⑵ 税額計算 

 

 

 

 

 

 

 
 

(A)＝ 事業所床面積 － 
非課税に係る 

事業所床面積 
－ 

課税標準の特例適用に 

係る控除事業所床面積 

（課税標準となる事業所床面積は１平方メートルの100分の１未満切捨て） 
 

(B)＝ 従業者給与総額 － 
非課税に係る 

従業者給与総額 
－ 

課税標準の特例適用に係 

る控除従業者給与総額 
 
      （課税標準となる従業者給与総額は1,000円未満切捨て） 
 

５ 免 税 点 
 
 ⑴ 免税点 （法701の43①） 
 
   次に掲げる免税点以下となる場合は課税されません。 
 

資産割 

  市内の各事業所等の事業所床面積の合計面積（非課税規定の適用に係

る事業所床面積は除きます。）が1,000平方メートル以下の場合 
      

 
   市内の各事業所等の従業者の合計数（役員以外の障がい者・年齢65歳

以上の方及び非課税規定の適用がある施設に勤務する方は除きま

す。）が100人以下の場合 

従業者割 

        
     

  ※ 免税点の判定の場合、課税標準の特例に係る控除床面積、従業者数は控除しません。 

なお、免税点の判定は、資産割及び従業者割のそれぞれについて行います。 
 

資 産 割 従 業 者 割      納 付 税 額 

免税点超 免税点超  資産割額と従業者割額の合計額 

免税点超 免税点以下  資産割額のみ 

免税点以下 免税点超  従業者割額のみ 

免税点以下 免税点以下  な し 
    

  ⑵ 免税点の判定日 （法701の43③） 

    免税点は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。したがって、課税標準の算

定期間の中途に廃止した事業所等に係る事業所床面積及び従業者数は、免税点判定の基礎には

含まれません。ただし、課税標準には、課税標準の算定期間の中途に廃止した事業所等に係る

事業所床面積又は従業者給与総額も含まれます。 
    

課税標準と

なる事業所

床面積 (A) 

× 600円 ＋ 

課税標準とな

る従業者給与

総額    (B) 

×

 

＝ 

 
0.25 

1 0 0 

 
税額 

(100円未満切捨て) 

 

(資産割額) (従業者割額) 
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・免税点の判定について 

  
【例１】 Ａ社、Ｂ社及びＣ社の岡崎市内の事業所等の事業年度末日における事業所床面積 

及び従業者数は次のとおりです（全て３月決算）。 
 

事業所等 事 業 所 床 面 積 従業者数 

Ａ社 800㎡ 100人 

Ｂ社 1,200㎡（うち非課税施設300㎡） 110人 

Ｃ社（本店） 300㎡ 30人 

（支店） 800㎡（課税標準の特例（２分の１）対象施設） 30人 
  

答１ 
 

Ａ社 
資産割 1,000㎡以下のため、課税されません。 免税点以下となりますが、 

申告書の提出は必要です。 従業者割 100人以下のため、課税されません。 

Ｂ社 
資産割 

非課税部分を除いた面積が1,000㎡以下

のため、課税されません。 

免税点以下となりますが、 

申告書の提出は必要です。 

従業者割 100人を超えるため、課税となります。 ― 

Ｃ社 

資産割 
本店・支店を合算すると1,000㎡を超え

るため、課税となります。 

本店・支店の合計で免税点

の判定を行います。なお、

課税標準の特例控除前で免

税点判定を行います。 
従業者割 

本店・支店を合算すると、100人以下の

ため課税されません。 
    

【例２】 Ｄ社（12月決算）は、岡崎市内に本店（床面積1,200㎡、従業者数120人）を有し

ていましたが、11月10日に市外に転出し、同日以後岡崎市内では事業を行っていま

せん。 
 
      答２  課税標準の算定期間の末日において岡崎市内に事業所等を有しておらず事業も

行っていないため、資産割及び従業者割とも課税されません。 
    

【例３】 Ｅ社（12月決算）は、岡崎市内の工場（床面積900㎡、従業者数90人）を賃借し

使用していましたが、11月24日に岡崎市内の別区域（床面積1,500㎡、従業者数130

人）に移転しました（旧工場は、同日より賃貸借契約を解約して使用していませ

ん。）。 
 

答３ Ｅ社は、課税標準の算定期間の末日の現況において資産割及び従業者割とも免税

点を超えるため、資産割及び従業者割ともに課税となります。この場合、移転前の

工場についても、課税標準に含まれます（資産割については月割計算が適用されま

す。）。 
     

⑶ 特殊なケースの免税点の判定 
 
  ア 企業組合又は協業組合の免税点の判定 （法701の43②、政令56の72） 
 
    中小企業団体の組織に関する法律に規定する企業組合又は協業組合（以下「企業組合等」

といいます。）が事業を行う市内の各事業所等のうち、企業組合等の組合員が組合員となっ

たときにその方の事業の用に供されていた事業所等で、かつ、その方がその後引き続きその

事業所等において行われる事業の主宰者として企業組合等の事業に従事しているもの、その

他これに準ずる一定の事業所等については、企業組合等の事業所等として合算せず、それぞ

れの事業所等ごとに免税点を判定します。 

   
  問８  次の場合、免税点を超えるものとして申告納付する必要がありますか。 
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  イ 事業所等が岡崎市と他市町村とにわたって所在する場合 （政令56の74） 
 

    事業所等が岡崎市と他市町村とにわたって所在する場合の免税点の判定は、次により行い 

     ます。 

   (ｱ) 資 産 割･･････岡崎市内に所在する部分に係る事業所床面積 

   (ｲ)  従業者割･･････次の式により求めた数とされます。 

 
 

 

×  

岡崎市に所在する部分に係る事業所床面積 
  

当該事業所等 

の従業者の数 
  

当該事業所等に係る事業所床面積  
    

    ※ 事業所床面積には、非課税規定の適用がある床面積は含まれません。 
 

  ウ 共同事業の場合 （政令56の75①）  

    免税点の判定は、共同事業を行う各共同事業者が、その事業のうち損益分配の割合に応ず

るものを単独で行うものとみなし、その方が他に単独で行う事業と合算して行います。 

    具体的には、次の式によって求めた床面積又は従業者数によって判定します。 
 

   

【例】 Ａ、Ｂ、Ｃの３者は甲共同事業（事業所床面積 2,500㎡、従業者数 180人、損益分配

はそれぞれ        ）を行っている。 

また、Ａは単独で乙事業（事業所床面積 500㎡、従業者数60人）を行っている。 
 

      （甲共同事業）              （乙事業） 
 

 

 Ａ 

  1,000㎡ 

   72人 

 

 Ｂ 

  500㎡ 

  36人 

 

 Ｃ 

  1,000㎡ 

   72人 

 

 

 

 

 

 Ａ 

  500㎡ 

  60人 
 
 
      この場合のＡの免税点の判定は次のようになります。 
               

       ・資産割  2,500㎡ ×  ＋ 500㎡ ＝ 1,500㎡ （免税点超） 

                   

       ・従業者割  180人 ×    ＋ 60人  ＝   132人 （免税点超） 

 

  エ みなし共同事業の場合 （政令56の75②） 
 

    特殊関係者の行う事業が、あなた（特殊関係者を有する方）との共同事業とみなされる事

業については、あなた（特殊関係者を有する方）と特殊関係者のそれぞれが単独で行うもの

とみなされ、免税点判定は当該事業に係る事業所床面積又は従業者数とそれぞれの方が単独

で行う事業がある場合、当該他の事業に係る事業所床面積又は従業者数との合算で行われま

す。 

 

 

＝ 

共同事業に 

係る事業所 

等の事業所 

床面積又は 

従 業 者 数 

× 

   
損益分配の割合 

  損益分配の割合が 

  定められていない 

  場合には、出資の 

  価額に応ずる割合 

＋ 

他の単独事業 

に係る事業所 

等の事業所  

床面積又は  

従 業 者 数 

免税点の判定を 

行う事業所床面 

積又は従業者数 

 

２ 
､ 

１ 
､ 

２ 

５ ５ ５ 

２ 

５ 

２ 

５ 
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【例】 Ａ： あなた（特殊関係者を有する方） 

       Ｂ： 特殊関係者 
 

 

  （乙町） 
 

  （甲町） 
 

  （丙町） 
 

 
 

 Ａ 

  200㎡ 

   20人 

 

 
 

 
 

 Ａ 

  700㎡ 

   70人 

 

 Ｂ 

  400㎡ 

   25人 

 

 
 

 
 

 Ｂ 

  700㎡ 

   60人 
 

 

 

   
 

 

 は、みなし共同事業となる部分を示します。 
 

     この場合の免税点の判定は次のようになります。 
 

               資 産 割          200㎡＋ 700㎡＋ 400㎡＝ 1,300㎡ （免税点超）               
                                       ↑ 

       ・Ａについては、                   （みなし共同事業） 
                             ↓ 

               従業者割    20人＋  70人＋  25人＝   115人 （免税点超）               

 
 

               資 産 割  400㎡＋ 700㎡    ＝ 1,100㎡ （免税点超）               

・Ｂについては、 

                従業者割    25人＋  60人    ＝    85人 （免税点以下） 
 

      以上により、Ａについては、資産割、従業者割ともに免税点を超え事業所税が課され

     ます。この場合の課税標準は、資産割については 900㎡ ( 200㎡＋700㎡ )、従業者割に

     ついては90人( 20人＋70人 )に対する従業者給与総額です。 

      Ｂにおいては、資産割のみ免税点を超え、課税標準は 1,100㎡です。 

 

  オ 従業者の数に著しい変動がある事業所等の従業者数の算定 （法701の43④⑤） 
 

    市内の各事業所等のうち、課税標準の算定期間を通じて従業者数の変動が著しく、当該算

   定期間に属する各月の末日現在における従業者の数のうち最大であるものの数値が最小であ

   るものの数値の２倍を超える事業所等については、次の式により求めた数を当該事業所等に

   係る算定期間の末日現在の従業者の数とみなします。 
   

＝ 

 課税標準の算定期間に属する各月の末 

日現在における従業者の数の合計数 

 
課税標準の算定期間の 

末日現在の従業者の数 
 

課税標準の算定期間の月数  
 

 

なお、課税標準の算定期間の中途で新設された事業所等のうち、当該事業所等の新設の日

から課税標準の算定期間の末日までの期間に属する各月の末日現在における従業者の数のう

ち最大であるものの数値が最小であるものの数値の２倍を超える事業所等については、次の

式によって求めた数を当該事業所等の課税標準の算定期間の末日現在の従業者の数とみなし

ます。 
 

 

＝ 

 
新設の日から課税標準の算定期間の末日までの

各月の末日現在における従業者の合計数
 

課税標準の算定期間の 

末日現在の従業者の数  新設の日から課税標準の算定 

期間の末日までの期間の月数 

     
 

 
 

※ 月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とします。 
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・パートタイマーの範囲 
   

 
 問12 従業者割の免税点の判定において、従業者の範囲から除外される「パートタイマー」 

とは、どの程度の勤務時間の方をいいますか。 
 

 
答  パートタイマーとは、形式的な呼称ではなく、勤務の状態によって判定されるもの

であり、一般的には雇用期間の長短ではなく、勤務すべき事業所等の通常の勤務時間

より、相当短時間の勤務をすることとして雇用されているものであり、休暇、社会保

障、賞与等からみてもあきらかに正規の従業員とは区別されるものをいいます。 

本市の場合、一般的には「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート   

タイム労働法）」第２条に規定する短時間労働者のうち一週間の所定労働時間が４分    

の３未満である方を、パートタイマーの従業員として取扱います。 

なお、雇用期間の長短については問わないものです。 

 

・事業年度中途において用途変更された事業所用家屋の免税点の判定 

  問９  当初課税の対象とされない事業所等が、事業年度の中途において事業所用家屋の用 

途が変更されたことなどにより、課税標準の算定期間の末日において課税対象となる 

   事業所等となった場合の免税点の判定はどのようになりますか。 

 

  
答 当該課税標準の算定期間の末日における事業所床面積及び従業者数によって免税点の   

判定を行います。なお、従業者割の課税標準については、課税標準の算定期間のうち課   

税の対象となる事業所等に係る期間に支払われた従業者給与総額をもって課税標準としま

す。 

・免税点について 

  問10 免税点は、基礎控除と考えてよろしいですか。  
  

答 事業所税における免税点の制度は、中小零細事業者の負担を排除するために設けられ  

ており、基礎控除の制度ではありません。したがって、例えば、課税標準の算定期間の  

末日における事業所床面積が 1,500㎡の場合は、資産割の免税点を超えることになります

が、この場合、その超えた部分のみでなく全体の 1,500㎡が課税対象となります。 

・事業を休止している場合の免税点の判定 

 
 問11  事業を休止している場合（例えば工場の一部休止）の休止部分に係る床面積は免税 

    点の判定の基礎となる事業所床面積に含まれますか。 
 

  
答 事業所床面積のうち課税標準の算定期間の末日以前６か月以上休止していたと認めら  

れる施設に係るものは課税標準に含めない扱いがなされますが、免税点の判定において  

は、当該休止部分に係る床面積を免税点の判定の基礎となる事業所床面積に含めて取  

扱います。 

なお、この場合の休止は算定期間の末日以前６か月以上継続して休止していることが必

要であり、断続的な休止（季節的休止）は含まれません。 
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 ・特殊関係にある３社が同一のビルで事業を営んでいる場合 

 問13 相互に特殊関係者であるＡ社、Ｂ社、Ｃ社が同一のビルで事業を営んでいる（３社

の代表者は同一である。）。建物はＡ社が所有し、Ｂ社及びＣ社に建物の一部を賃借

しているとき、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社の３社の行う事業は特殊関係者の行う事業として共

同事業とみなされますか。 

 

  

答 ３社は相互に特殊関係者であり特殊関係者を有する方となります。このように、同一

の家屋において事業が行われており、事業所税の負担を減少させる結果となるときは、

これら３社の行う事業は１社が単独で行うものとみなして免税点の判定を行います。 
 

       
   
・みなし共同事業における免税点の判定と課税標準の算定 
   

 

問14 Ａ社は、Ｂ社が40％、個人Ｃが35％出資する同族会社である。甲ビル内では、Ａ社

（床面積500㎡）、Ｂ社（床面積600㎡）、個人Ｃ（床面積400㎡）及びＢ社が100％出

資するＤ社（床面積300㎡）も事業を行っている。 

この場合、Ａ社、Ｂ社、個人Ｃ及びＤ社のそれぞれの事業所税の資産割の免税点及

び課税標準はどうなりますか。 

 

  

答 Ａ社の株式をＢ社が40％、個人Ｃが35％保有しているため、Ａ社は同族会社と判定さ

れます。よって、Ａ社はＢ社及び個人Ｃの特殊関係者となります（政令５①六）。さら

に個人Ｃは、Ａ社が同族会社であることの判定の基礎となった株主である個人に該当す

ることから、個人ＣはＡ社の特殊関係者となります（政令５①五）。 

次に、Ｄ社は、Ｂ社が株式を100％保有しており、Ｂ社の子会社であることから同族

会社と判定され、Ｄ社はＢ社の特殊関係者となります（政令５①六）。さらに、Ｄ社は

Ａ社が同族会社であることの判定の基礎となったＢ社を判定の基礎として同族会社に判

定されるので、Ｄ社はＡ社の特殊関係者となります（政令５①七）。なお、Ａ社はＤ社

が同族会社であることの判定の基礎となったＢ社を判定の基礎として同族会社には該当

しないため、Ａ社はＤ社の特殊関係者とはなりません。 

       よって、免税点の判定及び課税標準は次のようになります。 
   

判定対象者 
特殊関係者

を有する方 
特殊関係者 免 税 点 の 判 定 課税標準 

Ａ社 Ａ社 
個人Ｃ 政令５①五 500(A)+400(C)+300(D)=1,200㎡ 

        （免税点超） 
500㎡ 

Ｄ社 政令５①七 

Ｂ社 Ｂ社 
Ａ社 政令５①六 600(B)+500(A)+300(D)=1,400㎡ 

        （免税点超） 
600㎡ 

Ｄ社 政令５①六 

個人Ｃ 個人Ｃ Ａ社 政令５①六 
400(C)+500(A)       =  900㎡ 

       （免税点以下） 
なし 

Ｄ社 Ｄ社 なし ― 
                       300㎡ 

       （免税点以下） 
なし 
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Ⅲ 事業所税の非課税 
 

１ 非課税の範囲 

  事業所税の非課税については、公共法人、公益法人等及びこれらに類する法人について、こ

れらの方が行う事業を非課税とする場合（人的非課税）と、中小企業の共同化等の施設、都市

計画法に規定する都市施設で一般的に市町村が行うものと同種のものと考えられるものなど、

その用途に着目して非課税とされる場合（用途非課税）とに大別されます。 

※ 詳細は、「事業所税の手引（別冊）」の「非課税施設等」を御覧ください。 

 

２ 非課税の判定等 

 ⑴ 非課税規定の適用の判定日 （法701の34⑥） 

課税標準の算定期間（法人の場合は事業年度、個人の場合は個人に係る課税期間となりま

す。以下同様です。）の末日の現況で判定します。 
 

⑵ 算定期間の中途で用途変更された場合の取扱い 

  ア  資 産 割･･･課税施設から非課税施設に用途変更された場合は、その施設全体が非課税と

なります。また、非課税施設から課税施設に用途変更された場合は、その施

設全体が課税となります。どちらの場合も月割とはなりません。 

  イ  従業者割･･･非課税施設に該当する期間中に支払われた従業者給与のみが非課税となりま

す。 
 

  ⑶ 免税点の判定 

免税点の判定においては、非課税に該当する事業所床面積、従業者（全部非課税の適用を

受ける方に限ります。）を除いて判定します。 
 

 ⑷ 非課税施設と課税施設に係る共用部分の取扱い 

   同一の事業所用家屋において、非課税施設と課税施設が混在し、これらの施設が廊下、階

段などを共用している場合、非課税となる事業所床面積は当該非課税施設に係る床面積のみ

であり、廊下、階段など共用される部分はすべて課税施設と同様の取扱いとなります。 
 

  【例】 同一の事業所用家屋内に課税施設(A)、非課税施設(B)及び廊下(C)がある場合 
 

 

廊下(C)  40㎡ 
 

  課税施設(A) 
 
 

   170㎡ 

 
 

 

    この場合の非課税面積は、非課税施設(B)の 
 

  非課税施設(B) 
 

    120㎡ 
 

 

 

 
 

   120㎡のみで、廊下部分(C)は(A)と(B)との間 

   の共用部分として按
あん

分計算の対象とならず、 

すべて課税対象となります。 

 
 
 

 Ⅳ 事業所税の課税標準の特例 
 

１ 課税標準の特例の範囲 
 

  課税標準の特例については、事業を行う法人等の性格に鑑み特例措置が講じられる場合（人

的な課税標準の特例）と、事業の用途に応じて適用される場合（用途による課税標準の特例)

とに大別されます。 
 

※ 詳細は、「事業所税の手引（別冊）」の「課税標準の特例施設等」を御覧ください。 



 - 25 -

２ 課税標準の特例の判定等 
 

⑴ 課税標準の特例の適用の判定日 （法701の41③） 

課税標準の算定期間の末日の現況で判定します。 
 

⑵ 算定期間の中途で用途変更された場合の取扱い 

  ア  資 産 割･･･特例の適用がない施設から特例の適用がある施設に用途変更された場合は、

その施設全体が特例の適用がある施設とされます。また、特例の適用がある

施設から特例の適用がない施設に用途変更された場合は、その施設全体が特

例の適用がない施設として課税されます。どちらの場合も月割とはなりませ

ん。 

  イ  従業者割･･･特例の適用がある施設に該当する期間中に支払われた従業者給与総額のみが、

特例の適用があります。 
 

 ⑶ 免税点の判定 

免税点の判定においては、非課税とは異なり、課税標準の特例対象となる事業所床面積

や従業者についても、これを控除する前の状態で判定します。 
 

 ⑷ 課税標準の特例の重複適用 （政令56の71） 

２以上の課税標準の特例の規定に重複して該当する場合は、適用順序が決められていま

す。 
 

※ 詳細は、別冊の「課税標準の特例施設等」を御覧ください。 

 
 

Ⅴ 事業所税の減免 
 

１ 減免の範囲 （法701の57、取扱通知（市）第９章３(８)） 

事業所税の減免は、地方税法上の非課税又は課税標準の特例の適用がある施設との均衡を考

慮して、特別な事情があるものについて市税条例により減免できることとされています。 

なお、減免額については、100円未満の端数金額を切り上げて計算します。 
 

※ 詳細は、「事業所税の手引（別冊）」の「減免施設等」を御覧ください。 
 

２ 減免の判定日 
 

課税標準の算定期間の末日の現況で判定します。 
 

３ 減免の申請手続 
 

  減免の申請は、事業所税の申告書、減免の事由を証する書類等を添付して申告納付期限まで

に提出してください。 

  事業所税の納付期限までに減免額が確定した（減免決定の通知があった）場合は、減免額を

控除して税額を納付することができます。 

  なお、納付期限までに減免額が確定しない（減免決定の通知がない）場合は、事業所税の申

告書に記載された納付すべき税額（減免額を控除する前の税額）を納付期限までに納付してく

ださい。後日、減免額が確定した段階で減免額を還付いたします。 

減免額が確定していないものの、減免額を控除した税額を納付した場合で、減免の適用がで

きなかったときは、その納付期限の翌日から納付までの期間に応じて延滞金が加算されます。 
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Ⅵ  事業所税の申告及び納付について 
 

 

 事業所税は、納税義務を負う方自身で納付すべき税額を計算し申告書に記載の上、岡崎市役所

財務部市民税課へ提出していただくとともに、その申告した税額を納付していただく申告納付制

度が採用されていますので、次の事項に御留意の上期限内に申告・納付してください。 

 

１ 事業所税の申告及び納付 （法701の46、法701の47） 
 

申

告

納

付

が

必

要

な

方 

（
税
金
を
納
め
て
い
た
だ
く
方
） 

    

市内において事業を行っている方で、課税標準の算定期間の末日現在において次に掲

げる場合に該当する方 
 

⑴ 資産割 

市内の各事業所等の事業所床面積の合計面積（非課税となる事業所床面積は除き

ます。）が課税標準の算定期間の末日現在、1,000㎡を超えることとなる方。  
⑵ 従業者割 

市内の各事業所等の従業者の合計数（役員以外の障がい者・年齢65歳以上の方及

び非課税となる施設に勤務する方は除きます。）が課税標準の算定期間の末日現

在、100名を超えることとなる方。 
 

申

告

が

必

要

な

方 

市内において事業を行っている方で、免税点以下㊟であるため、納付税額がない場合で

次のいずれかに該当する方は、「事業所税の申告書」の課税標準の欄まで記載し申告し

てください。（㊟ Ｐ18、Ｐ22（問10）参照。） 
 

⑴  前事業年度又は前年中に事業所税の税額のあった方 

⑵  事業所床面積の合計面積（非課税となる事業所床面積を含みます。）が800㎡以上

となる方 

⑶  従業者の合計数（非課税となる方を含みます。）が80人以上となる方 

申
告
納
付
期
限 

⑴  法 人･･･事業年度終了の日から２か月以内  
⑵  個 人･･･原則として、その年の翌年３月15日まで 

・年の中途に事業を廃止した場合･･･廃止の日から１か月以内 

・納税義務者の死亡によって事業を廃止した場合･･･廃止の日から４か月以内 

申
告
先 

岡 崎 市 役 所 財 務 部 市 民 税 課  

納
付
先 

岡 崎 市 指 定 金 融 機 関  

岡崎市指定代理金融機関 

岡崎市収納代理金融機関 
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２ 申告書等の種類 
 

 ⑴ 事業所税の申告書 …………………… 第44号様式 

 ⑵ 事業所等明細書 ……………………… 第44号様式別表１ 

 ⑶ 非課税明細書 ………………………… 第44号様式別表２ 

   ※ 非課税規定に該当する施設等がある場合に添付 

 ⑷ 課税標準の特例明細書 ……………… 第44号様式別表３ 

   ※ 課税標準の特例の規定に該当する施設等がある場合に添付 

 ⑸ 共用部分の計算書 …………………… 第44号様式別表４ 

   ※ 事業所部分に共同の用に供する部分がある場合に添付 

 ⑹ 非課税面積内訳書 

   ※ 非課税明細書に記載された非課税面積の内訳書であり、ウの明細書に添付 

 ⑺ 従業者給与総額月別内訳明細書 

   ※ 従業者に支払った月別の給与等の額の内訳であり、アの申告書に添付 

 ⑻ みなし共同事業に係る明細書 

   ※ みなし共同事業に該当する家屋がある場合に添付 

 ⑼ 事業所用家屋平面図（兼配置図） 

   ※ 事業所床面積に係る簡単な平面図。２回目以降は添付の必要はありませんが、事業所

床面積の増減及び事業所等の新設があった場合はその都度添付してください。 
 

 ※ その他の申請・申告書 
 

  ⑴ 事業所税減免申請書 

  ⑵ 更正請求書 

  ⑶ 事業所用家屋の休止施設届出書 

    ※ 課税標準の算定期間の末日以前６か月以上継続して事業所用家屋を休止している場

合に提出してください。（Ｐ12（キ）参照。） 

  ⑷ 法人の設立（開設）・事務所事業所等新設廃止申告書 

    ※ 市内において事業所等を新設又は廃止した方は、新設又は廃止した日から１か月以

内に提出してください。 

    ⑸ 事業所用家屋貸付申告書 

    ※ 所有している事業所用家屋の全部又は一部を、300㎡以上貸付けた場合又は貸付け

内容に異動が生じた場合は、貸付けを行った日又は申告内容に異動があった日から１

か月以内に提出してください。 

 

３ 修正申告及び更正の請求 （法701の49②、法20の９の３①②） 
 

⑴ 修正申告（既に確定した課税標準額又は税額が過少であった場合の申告） 

    既に確定した課税標準額又は税額が過少であったため不足額が生じることとなる場合は、

修正申告書を提出するとともに、その修正により増加した税額を納付してください。 
 

⑵ 更正の請求（既に確定した課税標準額又は税額が過大である場合の手続） 

申告書（修正申告書を含む。）に記載した課税標準額又は税額の計算が、法令の規定に従
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っていなかったこと又は計算に誤りがあったことにより納付税額が過大となった場合には、

申告納付期限から５年以内に限り更正の請求ができます。 

 

４ 延 滞 金 （法701の60、法附則３の２①） 
 

納期限後に税額を納付する場合は、納付すべき税額に申告納付期限の翌日から納付の日まで

の期間の日数に応じて、延滞金額を加算して納付していただきます。 

延滞金の割合は、各年の延滞金特例基準割合が7.3％に満たない場合は、その年中において

は、次に掲げる延滞金の区分に応じ、それぞれ次に定める割合とします。 

⑴ 年14.6％の割合の延滞金 

当該延滞金特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合 

 ⑵ 年7.3％の割合の延滞金 

   当該延滞金特例基準割合に年１％を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％を超える

場合には、年7.3％の割合） 

なお、⑵の割合が適用される税額の区分については、次表のとおりです。 

（注１）「延滞金特例基準割合」とは、平均貸付割合（各年の前々年の９月から前年の８月まで

の各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を12で除して得た割合として各

年の前年の11月30日までに財務大臣が告示する割合）に年１％の割合を加算した割合をい

います。 
 
（注２）計算の基礎となる「納付すべき税額」に1,000円未満の端数があるときはその端数金額

を切り捨て、その全額が2,000円未満であるときはその全額を切り捨てて計算します。ま

た、その延滞金の額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てます。 

なお、その全額が1,000円未満であるときはその全額を切り捨てます。 

（法20の４の２②⑤） 

 

５ 加 算 金 
 

  申告書を提出しなかったため市長が税額等を決定した場合又は申告書に記載した税額が過少

であり市長が更正した場合などは、次のような加算金が課されます。 
 

⑴ 過少申告加算金 （法701の61①）  
  ア 対象 

原則として申告期限までに申告した場合において、更正を受けたとき又は修正申告をし

たときは、更正又は修正申告により納付すべき税額に対して次表の割合を乗じた過少申告

加算金が課されます。 

税 額 の 区 分 ⑵の割合の適用期間 

１ 
申告納付期限までに提出した申告書

に係る税額 

当該税額に係る申告納付期限の翌日から１月を経

過する日までの期間 

２ 
申告納付期限後に提出した申告書に

係る税額 

当該申告書を提出した日までの期間及びその日の

翌日から１月を経過する日までの期間 

３ 修正申告に係る税額 
修正申告書を提出した日までの期間及びその日の

翌日から１月を経過する日までの期間 
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イ 対象税額と割合（注） 

対 象 税 額 等 割 合 

更正又は修正申告により納付すべき税額 10％ 

更正又は修正申告により納付すべき税額のうち申告期限内に申告した

税額又は50万円のいずれか多い金額を超える部分 
15％（５％加重） 

  （注）修正申告書を提出した場合で更正があるべきことを予知してされたものでないときは、

過少申告加算金はかかりません。 
 

⑵ 不申告加算金 （法701の61②③） 

 ア 対象 

  原則として次に掲げる場合において申告、決定又は更正により納付すべき税額に対して

次表の割合を乗じた不申告加算金が課されます。 

    (ｱ) 期限後申告をした場合又は決定を受けた場合 

   (ｲ) 期限後申告をした後において、修正申告をした場合又は更正を受けた場合 

   (ｳ) 決定を受けた後に、修正申告をした場合又は更正を受けた場合 

  イ 対象税額と割合（注１） 

 対 象 税 額 等 割 合 

原則 

納付すべき税額のうち 50万円以下の部分 15％ 

納付すべき税額のうち 50万円～300万円以下の部分 20％（５％加重） 

納付すべき税額のうち 300万円を超える部分 30％ 

更正や決定があるべきことを予知しておらず申告又は 

修正申告をした場合 
５％ 

加算金の

加重措置 

（注２） 

期限後申告、修正申告又は更正、決定を受けた日の前日か

ら起算して５年前までに不申告加算金又は重算金を課され

たことがある場合 

10％（加重） 

期限後申告、修正申告又は更正、決定を受けた課税標準の

算定期間の属する年の前年度、前々年度の事業所税におい

て不申告加算金又は重加算金が課されたことがある場合又

は課すべきと認める場合 

10％（加重） 

  （注１）次のすべてに該当する場合、不申告加算金はかかりません。 

     ⑴ 申告納付期限から１か月を経過する日までに申告が行われている。 

     ⑵ ⑴で申告した税額の全額が期限までに納付されている。 

     ⑶ 申告書提出日の前日から起算して５年前の日までの間に、事業所税について不申告

加算金又は重加算金を課されたことがなく、かつこの規定の適用を受けていない。 

  （注２）過去の不申告加算金については、更正や決定があるべきことを予知しておらず申告

又は修正申告した場合は除きます。 
 

⑶ 重加算金 （法701の62①②） 

   過少申告加算金又は不申告加算金が課される場合で、それが課税標準額の計算の基礎とな

るべき事実の全部若しくは一部を隠ぺいし、又は仮装したことに基づくものであるときは、

過少申告加算金に代えて35％の重加算金が、不申告加算金に代えて40％の重加算金が課され
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ます。 
 

⑷ 端数処理 

    ア 基礎となる税額 

     基礎となる税額に1,000円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨てます。 

     基礎となる税額が2,000円未満であるときはその全額を切り捨てます。 

   イ 加算金額 

     加算金額に100円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨てます。 

     加算金額が1,000円未満であるときはその全額を切り捨てます。 
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             Ⅶ 申告書の書き方 
 

１ 申告計算例 
 

 

   十王商事㈱は、３月決算（１年決算）の法人で、令和〇年４月１日から令和●年３月31日  

までの事業年度において、使用する事業所等の事業所床面積及び事業年度中に支払われた従  

業者給与総額は次のとおりです。          （●＝〇+１として例に挙げます。） 
 

  ◎ 本社 （岡崎市十王町２丁目９番地） 

  １ 十王ビル（特定防火対象物）に入居 （十王不動産㈱の所有） 

    ⑴ ビル全体の床面積（8,000㎡）の内訳 

    ① 入居事業所全体の専用床面積の合計             6,000㎡ 

    ② 共用床面積の合計                     2,000㎡ 

      うち ア 消防用設備等に係る共用床面積            100㎡ 

            イ 防災用設備等に係る共用床面積          1,100㎡ 

            （全部が非課税となる共用床面積       600㎡） 

            （２分の１が非課税となる共用床面積     500㎡） 

    ⑵ 十王商事㈱の専用床面積                   2,700㎡ 

      うち ア 防災用設備等に係る非課税床面積            230㎡ 

         イ 福利厚生施設に係る非課税床面積            150㎡  
  ２  本社勤務従業者 130人に支払われた給与等総額             ５億3,500万円 

    うち ア 役員以外の65歳以上の従業者８人に支払われた給与等         1,800万円 

       イ 福利厚生施設に勤務する従業者３人に支払われた給与等         780万円 

       ウ  55歳以上65歳未満の雇用改善助成対象者２人に支払われた給与等 460万円  
   ◎ 竜美営業所  （岡崎市竜美台１丁目１） 

    １ 市外に移転するため令和●年１月10日に廃止 

    ２ 廃止の日現在の事業所床面積               1,700㎡ 

     うち  福利厚生施設に係る非課税床面積              150㎡ 

    ３ 令和〇年４月１日から令和●年１月10日までの間に竜美営業所に勤務する 

    従業者４人に支払われた給与等                       1,450万円 
 

    

⑴  資 産 割         
 
   ア  免税点の判定  
   ◎ 本 社               共用部分に係る 

                  非課税床面積                       専用部分に係る                 

   （専用床面積）（共用床面積）  ↓                非 課 税 床 面 積                 
                          
      2,700㎡  ＋  (  2,000㎡  － 950㎡ ) ×      －  (  230㎡ ＋ 150㎡ ) 

                                
                   ↑       ↑ 

100㎡＋600㎡＋(500㎡×
１ 

) 
  専用床面積  

 
２ 専用床面積の合計 

                             
 

＝   2,792.50㎡   

 

 （免税点超） 
  

   ※ 竜美営業所は、課税標準の算定期間末日現在廃止されているので免税点判定の事業所

床面積には含めません。 

2,700㎡  
6,000㎡ 
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   イ 課税標準 
 

◎ 本社 
 

 

   2,792.50㎡ 
 

   ◎ 竜美営業所 
               事業年度開始の月から事業 

               所の廃止の日までの月数                         
                     ↓                           

 

(  1,700㎡ －  150㎡ ) ×      ＝ 

 

 1,291.66㎡ 
 

 
 

 

  ・したがって、課税標準となる事業所床面積は、 
 

2,792.50㎡ ＋  1,291.66㎡ ＝ 
 

 

   4,084.16㎡ 
 

   ウ  資産割額 
 

4,084.16㎡ ×  600円 ＝ 
 

 

  2,450,496円 
 

 

⑵ 従業者割 

   ア 免税点の判定 

   ◎  本 社       
            

65歳以上の  非課税施設 

従 業 者 数  の従業者数 
               ↓ 

130人 － ( ８人  ＋  ３人 )  ＝   119人 
 

 （免税点超） 
 

   ※ 免税点の判定においては、雇用改善助成対象者は従業者数に含まれます。 
 

   イ 課税標準 

   ◎ 本社 
                                                                 
        535,000,000円 - 18,000,000円 -  7,800,000円 -  ( 4,600,000円 ×    ) 
                   
            （65歳以上の方の分）（非課税分）           （控除割合） 
                                  

＝ 
 

 506,900,000円 
 

 

◎  竜美営業所 
 
 

 

   14,500,000円 
 

   ・したがって、課税標準となる従業者給与総額は、 
 

506,900,000円 ＋  14,500,000円  ＝ 
 

 

  521,400,000円 
 

   ウ 従業者割額 
                

 

     521,400,000円 ×     ＝ 
 

  1,303,500円 
 

  
 

⑶ 事業所税額 
  

2,450,496円 ＋  1,303,500円 ＝  3,753,900円 (100円未満切り捨て） 

      （資産割額）  （従業者割額） 

 

 
10  
12 

１ 

２ 
雇用改善助成 

対象者の分             

0.25 

1 0 0 

 

＋  
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【申告書の記載手順例】 

 

 事業所税の申告書には添付する様式が各種あります。これらの様式は次のような順序で作成す

るのが便宜と思われます。 

 

 

 

 

従業者給与総額 

月別内訳明細書 

  (P46参照) 
 

  

事業所等明細書 

（第44号様式別表１） 

         (P38参照) 
 

  

事業所税の申告書 

（第44号様式） 

(P36参照) 
 

    

  
 

 

 

 

 

 
 

 

共用部分の計算書 

 （第44号様式別表４） 

      (P44参照) 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 非課税明細書 

 （第44号様式別表２） 

      (P40参照) 
 

 

 

  

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 非課税面積内訳書 

      (P46参照) 
 

 

 

 

 
 

 
 

  

課税標準の特例明細書 

（第44号様式別表３） 

    (P42参照) 
 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じて、みなし共同事業に係る明細書（P46参照）を作成し、申告書に添付してください。 
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２ 事業所税申告書記載例 

 

  事業所税の申告書の作成には、36ページ以降に掲載されている事業所税申告書記載例を参考

にしてください。 

 

 

 

・事業所税の申告書（第44号様式）・・・・・・・・・ P36 

・事業所等明細書（第44号様式別表１）・・・・・・・ P38 

・非課税明細書（第44号様式別表２）・・・・・・・・ P40 

・課税標準の特例明細書（第44号様式別表３）・・・・ P42 

・共用部分の計算書（第44号様式別表４）・・・・・・ P44 

・非課税面積内訳書  ・・・・・・・・・・・・・・・ P46 

・従業者給与総額月別内訳書  ・・・・・・・・・・・ P46 

・みなし共同事業に係る明細書 ・・・・・・・・・・ P46 
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   年   月   日 
 

（宛先）岡 崎 市 長 

※
処
理
事
項 

 発 信 年 月 日 整 理 番 号 事務所 区分 管 理 番 号 申告区分 
郵 便 日 付 印 確認印  

     
                

申告年月日      年  月  日 
（フリガナ） 
氏名又は 
名    称 

ジュウオウショウジ 

十王商事 株式会社  住所 

又は 

所在地 

本店 

 〒444-8601            電話（  0564-23-6079  ） 

岡崎市十王町 2 丁目 9 番地 
事 業 種 目 機械器具卸売業 

個人番号又は
法 人 番 号 3 3 3 3 3 2 0 2 3 2 0 2 5 資本の金額 

又は出資金額 
   兆  十億  百万 千円 

3 0 0 0 0  
（フリガナ） 
法人の代 
表者氏名 

ジュウオウ タロウ 

十王 太郎      支店 
 〒                電話（          ） 
 

    
所轄税務署名    岡崎  税務署 

  〇 年  4 月  1 日から    ● 年 3 月 3 1 日までの        の事業所税の    申告書 
この申告に応答

する者の氏名 

   電話（ 0564-23-6079 ） 

経理課 愛知太郎 
 

資 
 
 
 
 
 
 
 
産 
 
 
 
 
 
 
 
割 

事 業 所 
 

床 面 積 

算定期間を通じて使用された事業
所床面積 ①  

3 1 7 2  
㎡ 

50 従 
 

 

業 
 

 

者 
 

 

割 

従業者給与総額 ⑫ 十億   百万   千   円 
5 4 9 5 0 0 0 0 0  

        算定期間の中途において新設又は
廃止された事業所床面積 ②  

1 7 0 0  
㎡ 

00 非課税に係る従業者給与総額 ⑬ 円 
2 5 8 0 0 0 0 0  

        
非課税に係る 

 
事業所床面積 

① に 係 る 非 課 税 床 面 積 ③  
3 8 0  

㎡ 
00 控除従業者給与総額 ⑭ 円 

2 3 0 0 0 0 0  
        

② に 係 る 非 課 税 床 面 積 ④ 
 

1 5 0  
㎡ 

00 課税標準となる従業者給与 
総額      （⑫－⑬－⑭） ⑮ 円 

5 2 1 4 0 0 0 0 0  
        

控 除 事 業 所 
 

床 面 積 

① に 係 る 控 除 床 面 積 ⑤ 
 
 

㎡ 
 従業者割額（⑮×   ） ⑯ 円 

1 3 0 3 5 0 0  
        

② に 係 る 控 除 床 面 積 ⑥ 
 
 

㎡ 
 既に納付の確定した従業者割額 ⑰ 

円 
 

        
課税標準と 

 
なる事業所 

 
床 面 積 

①に係る課税標準となる 
床面積 （①－③－⑤） ⑦ 

 
2 7 9 2  

㎡ 
50 資産割額と従業者割額の合計額 

             （⑩＋⑯） 
 

⑱ 円 
3 7 5 3 9 0 0  

        
②に係る課税標準となる床面積 ⑧ 

 
1 2 9 1  

㎡ 
66 既に納付の確定した事業所税額 

             （⑪＋⑰） 
 

⑲ 円 
0 0  

        
課税標準となる床面積合計（⑦＋⑧） ⑨ 

 
4 0 8 4  

㎡ 
16 この申告により納付すべき事業

所税額 
        

⑳ 円 
3 7 5 3 9 0 0  

        
資   産   割   額   （⑨×600 円） ⑩ 

十億   百万   千   円 

2 4 5 0 4 9 6  

 

 
    

既 に 納 付 の 確 定 し た 資 産 割 額  ⑪ 
円 

 
関 与 税 理
士 氏 名  愛知 一郎      ○印  電話（ 0564-23-6078 ） 

 
    

 

受 付 

印 

第
四
十
四
号
様
式
（
提
出
用
） 

事業年度又

は課税期間 

◎ 事業所税申告書記載例 
 

※ 一般留意事項 
１ 床面積の各欄は、１平方メートルの 100 分の１未満を、従業者給与総額の各欄は１円 

   未満を切り捨てて記載してください。 
  ２ 「※」印の欄は記載しないでください。 
 
⑴ 事業所税の申告書（第 44 号様式） 

 
 
 

本店の所在地及び岡崎市内の事業所等が支店の場合は
主たる支店の所在地を併記してください。 

当初申告の場合は記載しないでください。 
修正申告の場合は「修正」と記載してください。 

個人の場合は氏名を、法人の場合は名称を記
載してください。 

この申告書作成時における法人の代表者の
方の氏名及び職名を記載してください。 

《資産割》 
別表 1（事業所等明細書）の「1 算定期間を
通じて使用された事業所等」又は「2 算定期
間の中途において新設又は廃止された事業
所等」に係る事業所床面積の合計で①又は②
に対応するそれぞれの数値を記載してくだ
さい。 

別表 2（非課税明細書）の㋐の合計（事業所
等が 2 以上の場合はこれらの合計です。）で
③又は④に対応するそれぞれの数値を記載
してください。 

別表 3（課税標準の特例明細書）の㋒の合計
（事業所等が 2 以上の場合はこれらの合計
です。）で⑤又は⑥に対応するそれぞれの数
値を記載してください。 

事業の種類を具体的に記載してください。 
なお、2 以上の事業を行う場合にはそれぞれ
の事業を記載し、主たる事業に○印を付し
てください。 

期末現在における資本の金額又は出資金額
を記載してください。 

法人税、所得税の申告に係る所轄税務署名
を記載してください。 

この申告書について応答していただける方
の氏名及び電話番号を記載してください。 

別表 1 の従業者給与総額㋔の合計を記載し
てください。 

別表 2 の非課税従業者給与総額㋒の合計を
記載してください。 

別表 3 の控除従業者給与総額㋕の合計を記
載してください。 

課税標準となる従業者給与総額に 1,000 円
未満の端数が生じた場合は、切り捨ててく
ださい。 

資産割額と従業者割額の合計額及び既に納
付の確定した事業所税額に 100 円未満の端
数が生じた場合は、切り捨ててください。 

委託を受けた税理士等がこの申告書を作成
した場合は、その氏名及び電話番号を記載
し押印してください。 

税額がない申告（事業所床面積 800 ㎡～1,000 ㎡、従業者数 80 人～100 人等。
P26 参照）をする方は、この欄まで記載してください。 

《従業者割》 

課税標準の算定期間が 12月に満たない場合

は(①－③－⑤)の床面積に 

を乗じて得た床面積を記載してください。 

算定期間の月数 
   12 

次に掲げる事業所等に応じ、それぞれに対応
する(②－④－⑥)の床面積（算定期間が 12 
月に満たない場合は         を

乗じて得た床面積です。）は、それぞれ次 
に掲げる割合を乗じて得た床面積を記載し
てください。 
(1) 算定期間の中途において新設された事

業所等（(3)を除きます。） 
 
 
 
(2) 算定期間の中途において廃止された事

業所等（(3)を除きます。） 
 
 
 
(3) 算定期間の中途において新設され、か

つ、廃止された事業所等 
 

算定期間の月数 
   12 

新設の日の属する月の翌月から算定 
期間の末日の属する月までの月数   
    算定期間の月数 

算定期間の開始の日の属する月から 
当該廃止の日の属する月までの月数 
    算定期間の月数 

新設の日の属する月の翌月から当該 
廃止の日の属する月までの月数   
    算定期間の月数 

備
考 

0.25  
100 

× 
1 2  
1 2  

個人の場合は個人番号を、法人の場合は法人
番号を記載してください。 

「修正」申告をする場合、既に納付の確定した当期分の
資産割額及び従業者割額をそれぞれ記載してください。 
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⑵ 事業所等明細書（第 44 号様式別表１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 明 細 区 分 の 別 算

定
期
間 

  〇年 4 月 1 日から 

  ●年 3 月 31 日まで 

※ 
処理 
事項 

整 理 番 号  事務所 区分 管 理 番 号 申告区分 
1 算定期間を通じて使用された事業所等 

2 算定期間の中途において新設又は廃止さ

れた事業所等 

     
          氏名又は  

名  称 十王商事 株式会社 
※ 
処理事項 

明
細
区
分 

事業所等の名称 所 在 地 及 び ビ ル 名 資 産 割 従 業 者 割 
専用床面積 ○ア  事業所床面積  

（○ア＋○イ） ○ウ  
使用した期間（平成年月日） 従業者数 

○エ  
従業者給与総額 

○オ  事業所用家屋の所有者 住所・氏名 共用床面積 ○イ  同上の月数 
 

○１  
２ 
計 

本 社 十王町 2-9 十王ビル 2 7 0 0  
㎡ 

00 

3 1 7 2  

㎡ 
 
5 0  

 ・ ・ から 
 ・ ・ まで 

人 
 
 

1 3 0  

   十億   百万   千   円 
 
 

5 3 5 0 0 0 0 0 0  
   

岡崎市十王町２－９ 十王不動産㈱ 4 7 2  
㎡ 

50 
月 

             
１ 
２ 
○計  

    
 
 

3 1 7 2  

 
 
5 0  

 ・ ・ から 
 ・ ・ まで 

 
 
 

1 3 0  

 
 
 

5 3 5 0 0 0 0 0 0  
       

月 
             

１ 
○２  
計 

竜美営業所 竜美台１－１   
 

1 7 0 0  

 
 
0 0  

〇・４・１から 
●・1・10 まで 

 
 
 

4  

 
 
 

1 4 5 0 0 0 0 0  
      

 10 月 
             

１ 
２ 
○計  

    

1 7 0 0  

 
 
0 0  

 ・ ・ から 
 ・ ・ まで 

 
 
 

4  

 
 
 

1 4 5 0 0 0 0 0  
      

月 
             

１ 
２ 
計 

      
  ・ ・ から 

 ・ ・ まで 
 

 
 
 

      
月 

             
１ 
２ 
計 

      
  ・ ・ から 

 ・ ・ まで 
 

 
 

      
月 

             
１ 
２ 
計 

      
  ・ ・ から 

 ・ ・ まで 
 

 
 
 

      
月 

             
１ 
２ 
計 

      
  ・ ・ から 

 ・ ・ まで 
 

 
 
 

      
月 

             

第
四
十
四
号
様
式
別
表
一 

（
提
出
用
） 

 

事業所等明細書 

 

課税標準の算定期間を記載してください。 

｢○○ビル｣等の名称がある場合には、その

ビル名も記載してください。 
期末又は廃止の日現在における専用に係る事業所

等の用に供する部分の延べ面積を記載してくださ

い。 

専用床面積に対応する別表 4（共用部分の計算書）

の⑥の共用床面積を記載してください。 

事業所等の名称は、「本社」又は「○○営業所」等

と記載してください。 

この申告の対象となった事業所用家屋を所有する

方と使用する方が異なる場合のみ所有者の住所、

氏名を記載してください。 

「明細区分」の欄は、次により記載してください。 
(1) 1 は、事業所等が算定期間を通じて使用され

たものをいい、2 は、事業所等が算定期間の中

途において新設又は廃止されたものをいいま

す。また、計は、1 又は 2 のそれぞれの合計を

いいます。 
(2) (1)の区分に従って、該当する項目に○印を付

してください。 
(3) 記載に当たっては、まず明細区分 1 の事業所

等から記載し、次に 1 の合計、そして明細区分

2 の事業所等、2 の合計の順に記載してくださ

い（「専用床面積㋐」及び「共用床面積㋑」の合

計は、記載する必要はありません。）。 
(4) 一の用紙に記載される事業所等の全部が 1又

は 2 である場合には、(2)又は(3)の記載の例によ

らずに、「明細区分の別」の欄中の該当する数字

に○印を付してください。 

「専用床面積㋐」と「共用床面積㋑」の合計を記載

してください。なお、事業所用家屋の全部を専用し

ている場合等で共用床面積がない場合は、この欄の

み記載してください。 明細区分 2 に該当する場合に事業所等を使用した期

間を記載してください。 

算定期間中に支払われた給与等の総額を記載してく

ださい。 

期末又は廃止の日現在における従業員数（障がい者

及び年齢 65 歳以上の方を含めます。）を記載してく

ださい。ただし、当該算定期間に属する各月の末日

現在における従業者の数のうち最大であるものの数

値が、当該従業者の数のうち最小であるものの数値

に 2 を乗じて得た数値を超える場合は、当該算定期

間の各月の末日現在における従業者数の合計を当該

算定期間の月数で除して得た数値を記載してくださ

い。 

「同上の月数」の欄は、次により記載してください。 
(1) 算定期間の中途において新設された事業所等 

（(3)を除きます。） 
当該新設の日の属する月の翌月から算定期間 

の末日の属する月までの月数 
(2) 算定期間の中途において廃止された事業所等 

（(3)を除きます。） 
当該算定期間の開始の日の属する月から当該 

廃止の日の属する月までの月数 
(3) 算定期間の中途において新設され、かつ、廃 

止された事業所等 
当該新設の日の属する月の翌月から当該廃止 

の日の属する月までの月数 
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⑶ 非課税明細書（第 44 号様式別表２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課税標準の算定期間を記載してください。 

非課税に係る該当項目ごとにそ

れぞれ適用される法令条項等を

記載してください。 

期末又は廃止の日現在における非課税に係る床面積を

該当項目ごとにそれぞれ記載してください。ただし、

事業所等の用に供する部分に係る共同の用に供する部

分がある場合（別表 4 の共用部分の計算書が添付され

ている場合）は、共同の用に供する部分の床面積に係

る非課税面積については記載しないでください。 

期末又は廃止の日現在における非課税に

係る従業者数を該当項目ごとにそれぞれ

記載してください。 

算定期間中に支払われた給与等の

額のうち非課税に係る給与等の額

を該当項目ごとにそれぞれ記載し

てください。 

2 以上の事業所等について、非課

税の規定の適用がある場合は、

この欄に合計を記載してくださ

い。なお、非課税明細書が２枚

以上となる場合は、最終の非課

税明細書のこの欄に合計を記載

してください。 

算
定
期
間 

〇 年  4 月 1 日から 

 ● 年  3 月 31 日まで 

※ 
処理 
事項 

整 理 番 号  事務所 区分 管 理 番 号 申告区分 
     

          氏名又は  

名  称 十 王 商 事  株 式 会 社  

※ 
 事業所等の名称 本   社 事業所等の所在地 岡崎市 十王町 2 丁目９番地 

非  課  税  の  内  訳 資 産 割 従 業 者 割 
非 課 税 床 面 積  ○ア  非課税従業者数○イ 非課税従業者給与総額○ウ  

法第 701 条の 34 第  3   項第  26   号該当 1 5 0  
㎡ 

00 
人 
3  

   十億    百万    千   円 
7 8 0 0 0 0 0  

          
法第 701 条の 34 第  4   項第     号該当 2 3 0  

 
00 

 
 

 
 

        
法第 701 条の 34 第     項第     号該当  

 
 

 
 

        
  

 
 

 
 

        
障 が い 者 ・ 6 5  歳 以 上 の 従 業 者   

 
 

8  
 

1 8 0 0 0 0 0 0  
      

合                 計 3 8 0  
 

00 
 

1 1  
 

2 5 8 0 0 0 0 0  
        ※ 

 事業所等の名称 竜 美 営 業 所 事業所等の所在地 岡崎市 竜美台１丁目１番地 

非  課  税  の  内  訳 資 産 割 従 業 者 割 
非 課 税 床 面 積  ○ア  非課税従業者数○イ 非課税従業者給与総額○ウ  

法第 701 条の 34 第   3  項第  26  号該当 1 5 0  
㎡ 

00 
人 

 
   十億    百万    千   円 

 
          

法第 701 条の 34 第     項第     号該当   
 

 
 

        
法第 701 条の 34 第     項第     号該当   

 
 

 
        

   
 

 
 

        
障 が い 者 ・ 6 5  歳 以 上 の 従 業 者  

 
 

 
 

 
 

      
合                 計 1 5 0  

 
00 

 
 

 
 

        
非 課 税 事 業 所 床 面 積 等 の 合 計  

5 3 0  

 
 
00 

 
１１ 

 
2 5 8 0 0 0 0 0  

         

 

非 課 税 明 細 書 
 

第
四
十
四
号
様
式
別
表
二 

（
提
出
用
） 
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⑷ 課税標準の特例明細書（第 44 号様式別表３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課税標準の特例明細書             
 

算

定
期
間 

 
  〇 年  4 月  1 日から 

 
  ● 年  3 月 31 日まで 

 
整 理 番 号 事務所  管 理 番 号   

第
四
十
四
号
様
式
別
表
三
（
提
出
用
） 

     
          

氏名又は

名  称 十王商事 株式会社 
※   

事業所等の名称 本 社 事業所等の所在地  岡崎市 十王町 2 丁目 9 番地 

課 税 標 準 の 特 例 内 訳 
資       産       割 従    業    者    割 

課税標準の特例適用 
対象床面積   ◯ア  

控除割

合 ◯イ 
控 除 事 業 所 床 面 積 
（◯ア×◯イ）    ◯ウ  

課税標準の特例適用対象 
従業者給与総額    ◯エ  

控除割

合 ◯オ 
控 除 従 業 者 給 与 総 額 
（◯エ×◯オ）      ◯カ  

  法第 701 条の 41 
   第    項第    号該当 

   ㎡ 
──    ㎡ 十億  百万   千  円 

── 
十億  百万   千  円 

                  
  法第 701 条の 41 
   第    項第    号該当 

    ──         ──     
                  

     ──         ──     
                  

雇 用 改 善 助 成 対 象 者   4 6 0 0 0 0 0 2
1   2 3 0 0 0 0 0 

        
合         計           4 6 0 0 0 0 0   2 3 0 0 0 0 0 

                                   ※ 
事業所等の名称  事業所等の所在地  岡崎市 

課 税 標 準 の 特 例 内 訳 
資       産       割 従    業    者    割 

課税標準の特例適用 
対象床面積   ◯ア  

控除割

合 ◯イ 
控 除 事 業 所 床 面 積 
（◯ア×◯イ）    ◯ウ  

課税標準の特例適用対象 
従業者給与総額    ◯エ  

控除割

合 ◯オ 
控 除 従 業 者 給 与 総 額 
（◯エ×◯オ）      ◯カ  

  法第 701 条の 41 
   第    項第    号該当 

   ㎡ 
──    ㎡ 十億  百万   千  円 

── 
十億  百万   千  円 

                    法第 701 条の 41 
   第    項第    号該当 

    ──         ──     
                  

     ──         ──     
                  

雇 用 改 善 助 成 対 象 者      
2
1      

        
合         計                   

                

控 除 事 業 所 床 面 積 の 合 計                             控除従業者給与総額の合計               
2 3 0 0 0 0 0 

         

※ 
処理 
事項 

区分 申告区分 

課税標準の算定期間を記載してください。 期末又は廃止の日現在における課税標準の特

例に係る床面積を該当項目ごとにそれぞれ記

載してください。 
なお、２以上の規定の重複適用がある場合は、

これらの規定を受ける㋒の欄の「控除床面積」

を控除した後の床面積を記載してください。 

課税標準の特例に係る該当項目ご

とにそれぞれ適用される法令条項

等を記載してください。 

課税標準の特例に係る該当項目ご

とにそれぞれ適用される控除割合

を記載してください。 

２以上の事業所等について、課税

標準の特例の規定の適用がある場

合は、この欄に合計を記載してく

ださい。 
なお、課税標準の特例明細書が２

枚以上となる場合は、最終の課税

標準の特例明細書のこの欄に合計

を記載してください。 

㋐に㋑の割合を乗じて得た控除事

業所床面積を記載してください。 
算定期間中に支払われた従業者給与総額のうち課

税標準の特例に係る給与等の額（㋔の控除割合に

よる控除前の給与等の額）を該当項目ごとにそれ

ぞれ記載してください。 

㋓に㋔の割合を乗じて得た控除

従業者給与総額を記載してくだ

さい。 

課税標準の特例に係る該当項目

ごとにそれぞれ適用される控除

割合を記載してください。 
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⑸ 共用部分の計算書（第 44 号様式別表４）  
 
 
 
 
 
 
 
 共 用 部 分 の 計 算 書              

 
 

算

定
期
間 

 
 〇 年  4 月  1 日から 

 
 ● 年  3 月 31 日まで 

 
整 理 番 号 事務所  管 理 番 号   

第
四
十
四
号
様
式
別
表
四
（
提
出
用
） 

     
          

氏名又は

名  称 十王商事 株式会社 
※ 

事業所等の名称 本 社 事業所等の所在地  岡崎市 十王町 2 丁目 9 番地 

専用部分の延べ面積            ①  6  000 
㎡ 

00         ③    の    内    訳        ⑦ 
    

①のうち当該事業所部分の延べ面積     ②  2 700 
 
00 消防設備等に係る共用床面積           ◯ア    100 

㎡ 
00 

        
非課税に係る共用床面積          ③   950 

 
00 

防災に関する設備等 
全部が非課税となる共用床面積   ◯イ    600 

 
00 

        
③以外の共用床面積            ④  1 050 

 
00 2分の1が非課税となる共用床面積 ◯ウ  







1
2

 
 250 

 
00 

        
共用床面積の合計（③+④）        ⑤  2 000 

 
00 ◯ア ～◯ウ 以外の非課税に係る共用床面積        ◯エ     

 
 

        

事業所床面積となる共用床面積 （④
②

①
）  ⑥ 

  472 

 
 
 
50   合   計  （◯ア ～◯エ ）          ◯オ  

  950 

 
 
 
00 

                  ※ 
事業所等の名称  事業所等の所在地  岡崎市 

専用部分の延べ面積            ①    ㎡ 
        ③    の    内    訳        ⑦ 

    
①のうち当該事業所部分の延べ面積     ②     消防設備等に係る共用床面積           ◯ア     

㎡ 

        
非課税に係る共用床面積          ③     

防災に関する設備等 
全部が非課税となる共用床面積   ◯イ      

        
③以外の共用床面積            ④     2分の1が非課税となる共用床面積 ◯ウ  







1
2

 
   

        
共用床面積の合計（③+④）        ⑤     ◯ア ～◯ウ 以外の非課税に係る共用床面積        ◯エ      

        

事業所床面積となる共用床面積 （④
②

①
）  ⑥       合    計  （◯ア ～◯エ ）         ◯オ      

         

※ 
処理 
事項 

区分 申告区分 

課税標準の算定期間を記載してください。 

共用部分以外の部分（以下「専用部

分」という。）で⑤の欄の共用部分

に関連を有する専用部分の延べ面

積を記載してください。 

①の専用部分の延べ面積のうち、こ

の申告書に係る事業所部分の延べ

面積（以下「専用床面積」という。）

を記載してください。なお、専用床

面積は別表１（事業所等明細書）の

「専用床面積㋐」の欄と一致しま

す。 

㋔の欄の数値を記載してください。 

共用部分の延べ面積のうち㋔の欄

の数値（非課税に係る共用床面積）

以外の部分の床面積を記載してく

ださい。 

㋐、㋑及び㋒の欄は、特定防火

対象物である事業所等について

記載してください。 

共用部分の床面積（以下「共用

床面積」という。）のうち、政令

第 56条の 43第２項に掲げる消

防設備等に係る床面積を記載し

てください。 

共用床面積のうち、政令第 56
条の 43 第３項第１号イ、第４

号及び第５号イに掲げる避難階

段等に係る床面積を記載してく

ださい。 

共用床面積のうち、政令第 56
条の 43 第３項第１号ロ、第２

号、第３号及び第５号ロに掲げ

る設備等に係る床面積に２分の

１を乗じて得た面積を記載して

ください。 

共用床面積のうち、㋐、㋑及び

㋒以外の非課税に係る共用床面

積を記載してください。 
(×  ) １ 

２ 

(×  ) １ 
２ 
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  従業者給与総額月別内訳明細書                氏名又は

名  称 十王商事 株式会社 

  区分 
 

 月 

 
従 業 者 給 与 総 額          

① 

 非課税に係る従業者 
 給与総額 

② 
うち障害者及び65歳以上 
 の者の給与等 

 課税標準の特例控除 
 従業者給与総額 

③ 
 

うち雇用改善助成対象者 
 の給与等×1/2 

 課税標準となる従業者 
 給与総額 

（①－②－③） 
 月 人   円 人   円 人   円 人   円 人   円 人   円 

4  132 27 153 145   11 1 473 669    8 1 060 513    2  213 876    2  213 876  119 25 465 600 
                         
5  133 27 313 241   11 1 477 333    8 1 062 157    2  213 965    2  213 965  120 25 621 943 
                         
                         
                         
3  130 26 151 713   11 1 486 312    8 1 070 516    2  214 116    2  214 116  117 24 451 285 
                         
                         
                         

6 月賞与  133 48 185 116   11 3 764 842    8 2 783 157    2  456 516    2  456 516  120 43 963 758 
                         

12月賞与  131 67 517 826   11 4 142 479    8 3 015 763    2  578 116    2  578 116  118 62 797 231 
                         

未 払 金    2 3 576 117                    2 3 576 117 
                         
計  549 500 000  25 800 000  18 000 000  2 300 000  2 300 000  521 400 000 
                          

⑹ その他の添付資料 

 ア 非課税面積内訳書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 従業者給与総額月別内訳明細書 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

ウ みなし共同事業に係る明細書 

 

氏 名 又 は 
名   称 十王商事 株式会社 

事 業 所 家 屋 の 所 在 地 施 設 の 名 称 非 課 税 床 面 積 備      考 

岡 崎 市   十王町２丁目９番地 娯楽室   50 
㎡ 

00  
   

岡 崎 市        〃 食堂   100 
 

00  
   

岡 崎 市        〃 防災用設備等   230 
 

00  
   

岡 崎 市   竜美台１丁目１番地 食堂、休憩室   150 
 

00  
   

岡 崎 市     
 

  
   

岡 崎 市     
 

  
      

岡 崎 市     
 

  
   

合             計    530 
 

00  
    

 
 

非 課 税 面 積 内 訳 書 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   

事業所税について御不明な点等がございましたら、 
 

下記へお問合せください。 
 

    岡 崎 市 財 務 部 市 民 税 課 

    〒444-8601 岡崎市十王町二丁目９番地 

              TEL 0564-23-6079 

              FAX 0564-27-1159 
 

 


